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(57)【要約】
【課題】特許文献１に記載のクリーニングブレードに比
べて異常磨耗・異音の発生を抑制でき、かつ、良好なク
リーニング性を得ることができるクリーニングブレード
および画像形成装置を提供する。
【解決手段】先端稜線部６２ｃが含浸処理された短冊形
状の弾性ブレード６２２の少なくとも先端稜線部付近に
弾性ブレード６２２よりも硬い表面層６２３で覆い、弾
性ブレード６２２の先端稜線部６２ｃを表面移動する感
光体１０などの被清掃部材の表面に当接して、被清掃部
材表面から粉体を除去するクリーニングブレード６２に
おいて、弾性ブレード６２２を、互いに１００％モジュ
ラス値が異なる材質からなる複数の層によって構成し、
弾性ブレード６２２の複数の層のうち、先端稜線部６２
ｃを形成するエッジ層６２２ａを、バックアップ層６２
２ｂなどの他の層に比べて１００％モジュラス値の高い
材質によって形成した。
【選択図】図９
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　先端稜線部が含浸処理された短冊形状の弾性ブレードの少なくとも先端稜線部付近に弾
性ブレードよりも硬い表面層で覆い、該弾性ブレードの先端稜線部を表面移動する被清掃
部材の表面に当接して、該被清掃部材表面から粉体を除去するクリーニングブレードにお
いて、
前記弾性ブレードを、互いに１００％モジュラス値が異なる材質からなる複数の層によっ
て構成し、
前記弾性ブレードの複数の層のうち、上記先端稜線部を形成するエッジ層を、他の層に比
べて１００％モジュラス値の高い材質によって形成したことを特徴とするクリーニングブ
レード。
【請求項２】
　請求項１のクリーニングブレードにおいて、
前記弾性ブレードは、先端稜線部がアクリルまたは／およびメタクリル系架橋樹脂により
含浸処理されたものであり、
表面層をアクリルまたは／およびメタクリル系架橋樹脂により形成したことを特徴とする
クリーニングブレード。
【請求項３】
　請求項１または２のクリーニングブレードにおいて、
前記弾性ブレードのエッジ層を、２３℃における１００％モジュラス値が６［ＭＰａ］以
上、１２［ＭＰａ］以下の材質で形成したことを特徴とするクリーニングブレード。
【請求項４】
　像担持体と、
該像担持体表面を帯電する帯電手段と、
帯電した該像担持体表面に静電潜像を形成する潜像形成手段と、
該像担持体表面に形成された該静電潜像を現像してトナー像化する現像手段と、
該像担持体表面のトナー像を転写体に転写する転写手段と、
該像担持体表面に当接して、該像担持体表面に付着した転写残トナーをクリーニングする
クリーニングブレードを有するクリーニング手段とを備えた画像形成装置において、
上記クリーニングブレードとして、請求項１乃至３いずれかのクリーニングブレードを用
いたことを特徴とする画像形成装置。
【請求項５】
　請求項４の画像形成装置において、
前記帯電手段は、前記像担持体表面に接触する帯電ローラを備え、
前記帯電ローラの表面に、周方向に沿って延びる凹凸を形成したことを特徴とする画像形
成装置。
【請求項６】
　請求項５の画像形成装置において、
前記帯電ローラの表層部に、フッ素を含む表面処理液により表面処理された表面処理層を
設けたことを特徴とする画像形成装置。
【請求項７】
　請求項５または６の画像形成装置において、
前記帯電ローラの表面の凹凸の十点平均表面粗さＲｚが、２０［μｍ］以下であることを
特徴とする画像形成装置。
【請求項８】
　請求項４乃至７いずれかの画像形成装置において、
前記像担持体が、微粒子を含有した表面層を有することを特徴とする画像形成装置。
【請求項９】
　請求項４乃至８いずれかの画像形成装置において、
前記像担持体が、マルテンス硬さ（ＨＭ）が１９０［Ｎ／ｍｍ２］以上であり、かつ、弾
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性仕事率（Ｗｅ／Ｗｔ）が３７％以上の表面層を有することを特徴とする画像形成装置。
【請求項１０】
　請求項４乃至９いずれかの画像形成装置において、
少なくとも前記像担持体と、前記帯電手段と、前記現像手段と、クリーニング手段とを備
え、互いに異なる色の画像を作像する複数の作像ユニットを備え、
上記複数の作像ユニットのうち、一つは黒色画像を作像する黒色作像ユニットであり、
前記黒色の作像ユニットの帯電手段は、直流電圧に交流電圧を重畳した電圧を帯電部材に
印加し、その他の作像ユニットの帯電手段は、直流電圧のみを印加するように構成し、
前記黒色作像ユニットにのみ像担持体表面に潤滑剤を塗布する潤滑剤塗布装置を設けたこ
とを特徴とする画像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、クリーニングブレードおよび画像形成装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、電子写真式の画像形成装置では、感光体などの像担持体について、転写紙や中間
転写体へトナー像を転写した後の表面に付着した不必要な転写残トナーはクリーニング手
段たるクリーニング装置によって除去している。
　このクリーニング装置のクリーニング部材として、一般的に構成を簡単にでき、クリー
ニング性能も優れていることから、短冊形状のクリーニングブレードを用いたものがよく
知られている。このクリーニングブレードは、ポリウレタンゴムなどの弾性体で構成され
ている。そして、クリーニングブレードの基端を支持部材で支持して先端稜線部を像担持
体の周面に押し当て、像担持体上に残留するトナーをせき止めて掻き落とし除去する。
【０００３】
　また、近年の高画質化の要求に応えるべく、重合法等により形成された小粒径で球形に
近いトナー（以下、重合トナー）を用いた画像形成装置が知られている。この重合トナー
は、従来の粉砕トナーに比べて転写効率が高いなどの特徴があり、上記要求に応えること
が可能である。しかし、重合トナーは、クリーニングブレードを用いて像担持体表面から
除去しようとしても十分に除去することが困難であり、クリーニング不良が発生してしま
うという問題を有している。これは、小粒径で且つ球形度に優れた重合トナーが、ブレー
ドと像担持体との間に形成される僅かな隙間をすり抜けるからである。
【０００４】
　かかるすり抜けを抑えるには、像担持体とクリーニングブレードとの当接圧力を高めて
クリーニング能力を高める必要がある。しかし、特許文献１に記載されるように、次のよ
うな不具合を生じることが知られている。
　クリーニングブレードの当接圧を高めると、図１８（ａ）に示すように、像担持体１２
３とクリーニングブレード６２との摩擦力が高まり、クリーニングブレード６２が像担持
体１２３の移動方向に引っ張られて、クリーニングブレード６２の先端稜線部６２ｃがめ
くれてしまう。このめくれたクリーニングブレード６２が、そのめくれに抗して原形状態
に復元する際に異音が発生することがある。さらに、クリーニングブレード６２の先端稜
線部６２ｃがめくれた状態でクリーニングをし続けると、図１８（ｂ）に示すように、ク
リーニングブレード６２のブレード先端面６２ａの先端稜線部６２ｃから数［μｍ］離れ
た箇所に局所的な摩耗が生じてしまう。このような状態で、さらにクリーニングを続ける
と、この局所的な摩耗が大きくなり、最終的には、図１８（ｃ）に示すように、先端稜線
部６２ｃが欠落してしまう。先端稜線部６２ｃが欠落してしまうと、トナーを正常にクリ
ーニングできなくなり、クリーニング不良を生じてしまう。
【０００５】
　上記不具合を解決するために、上記特許文献１では、少なくとも先端稜線部をイソシア
ネート化合物、フッ素化合物、及び、シリコーン化合物から選ばれる少なくとも１種が含
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浸処理された弾性体ブレードと、この弾性体ブレードの先端稜線部を覆う弾性体ブレード
よりも硬い紫外線硬化樹脂からなる表面層とで構成された新規のクリーニングブレードを
提案している。
【０００６】
　特許文献１で提案された新規のクリーニングブレードは、弾性体ブレードよりも固い表
面層を設けて先端稜線部の硬度を高くすることにより、先端稜線部を像担持体の表面移動
方向に変形するのを抑制できる。また、弾性体ブレードの先端稜線部を含浸処理すること
で、弾性ブレードの先端稜線部の摩擦係数を下げることができる。これにより、経時使用
で表面層が摩耗して弾性体ブレードの先端稜線部が露出した場合も、弾性体ブレードの含
浸部分が像担持体表面に当接することにより、弾性体ブレードの像担持体との当接部分の
挙動を適度に抑えることができる。その結果、異常磨耗や異音の発生を経時で抑えること
ができ、経時におけるクリーニング不良を抑制することができる。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、先端稜線部を含浸処理した弾性体ブレードと、この弾性体ブレードの先
端稜線部を覆う弾性体ブレードよりも硬い紫外線硬化樹脂からなる表面層とで構成された
クリーニングブレード用いても、異常磨耗や異音の発生を十分に抑えることができず、ク
リーニングブレードのさらなる改良が求められている。
【０００８】
　本発明は以上の課題に鑑みなされたものであり、その目的は、特許文献１に記載のクリ
ーニングブレードに比べて異常磨耗・異音の発生を抑制でき、かつ、良好なクリーニング
性を得ることができるクリーニングブレードおよび画像形成装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記目的を達成するために、請求項１の発明は、先端稜線部が含浸処理された短冊形状
の弾性ブレードの少なくとも先端稜線部付近に弾性ブレードよりも硬い表面層で覆い、該
弾性ブレードの先端稜線部を表面移動する被清掃部材の表面に当接して、該被清掃部材表
面から粉体を除去するクリーニングブレードにおいて、前記弾性ブレードを、互いに１０
０％モジュラス値が異なる材質からなる複数の層によって構成し、前記弾性ブレードの複
数の層のうち、上記先端稜線部を形成するエッジ層を、他の層に比べて１００％モジュラ
ス値の高い材質によって形成したことを特徴とするものである。
【００１０】
　本発明者らは、クリーニングブレードのさらなる耐磨耗性・クリーニング性の向上につ
いて次のような鋭意研究を行った。すなわち、上記図１８を用いて説明したように、上記
異常磨耗や異音の発生は、先端稜線部が被清掃体の表面移動方向に弾性変形することで発
生する。そこで、本発明者らは、弾性ブレードを従来よりも弾性変形し難い材料に変更す
ることで、先端稜線部の被清掃体表面移動方向への弾性変形を抑制することができ、異常
磨耗の発生や異音の発生を抑えることができると考えた。このような考えに基づいて、本
発明者らは、弾性ブレードを１００％モジュラス値が従来よりも高い弾性ブレードを用い
てみた。ここで、１００％モジュラスとは、弾性ゴムの試験片に１００％伸びを与えたと
きの引張応力であり、一般的にゴムの弾性変形し難さ（硬さ）を示す指標値に用いらるも
のである。このように、弾性ブレードを１００％モジュラス値が従来よりも高い弾性ブレ
ードを用いることで、特許文献１に記載のクリーニングブレードよりも先端稜線部を、さ
らに硬く弾性変形し難いものにすることができ、異常磨耗や異音発生を十分に抑制できる
ものと考えたのである。しかし、この場合、クリーニングブレードが剛直になりすぎ、ク
リーニングを被清掃体に当接させたとき、十分に撓まなかった。その結果、被清掃体の表
面のうねりなどに対してクリーニングブレードを十分に追随することができず、返ってク
リーニング性が悪化してしまった。
　そこで、本発明は、弾性ブレードを、互いに１００％モジュラス値が異なる材質からな
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る複数の層によって構成し、弾性ブレードの複数の層のうち、先端稜線部を形成するエッ
ジ層を、他の層に比べて１００％モジュラス値の高い材質によって形成した。その結果、
クリーニングブレードに適度な弾性を持たせ、かつ、先端稜線部のさらなる剛直化を図る
ことができる。これにより、被清掃体の表面のうねりなどに対してクリーニングブレード
を良好に追随させることができ、良好なクリーニング性を確保することができる。また、
先端稜線部が被清掃体の表面移動方向に弾性変形するのを、特許文献１に記載のクリーニ
ングブレードに比べて抑制でき、クリーニングブレードの被清掃体との当接部分の挙動を
さらに安定化することができる。これにより、異常磨耗や異音の発生を特許文献１に記載
のクリーニングブレードに比べて抑制できる。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、異常磨耗や異音の発生を特許文献１に記載のクリーニングブレードに
比べて抑制でき、かつ、良好なクリーニング性を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本実施形態におけるプリンタを示す概略構成図。
【図２】同プリンタが備えるプロセスカートリッジを示す概略構成図。
【図３】同プロセスカートリッジが備える帯電ローラの概略斜視図。
【図４】形状係数ＳＦ－１を説明するためにトナーの形状を模式的に表した図。
【図５】形状係数ＳＦ－２を説明するためにトナーの形状を模式的に表した図。
【図６】トナーの形状を模式的に示す図。
【図７】トナーの円形度の測定方法を説明するための説明図。
【図８】本実施形態のクリーニングブレードの斜視図。
【図９】（ａ）は、クリーニングブレードが感光体表面に当接している状態の説明図。（
ｂ）は、クリーニングブレード６２の先端稜線部６２ｃ近傍の拡大説明図。
【図１０】ホルダーと弾性ブレードを示す概略構成図。
【図１１】弾性ブレードのみのクリーニングブレードの一例を示す図。
【図１２】単層の弾性ブレードに含浸部と、表面層とをもうけたクリーニングブレードの
一例を示す図。
【図１３】本実施形態のクリーニングブレードを示す図。
【図１４】（ａ）は導電性支持体上に感光層を設けた感光体の断面を示す図。（ｂ）は（
ａ）の構成にさらに表面層を設けた例を示す図。（ｃ）は（ｂ）の構成において、感光層
を２層構造にした例を示す図。（ｄ）は、（ｃ）の構成に下引き層を設けた例を示す図。
【図１５】防音部材、オゾンフィルターを設けたプリンタ示す概略構成図。
【図１６】変形例のプリンタ示す概略構成図。
【図１７】同変形例のプリンタにおけるＫ色のプロセスカートリッジを示す概略構成図。
【図１８】（ａ）は、クリーニングブレード先端稜線部がめくれた状態を示す図、（ｂ）
は、クリーニングブレードの先端面の局所的な摩耗について説明する図、（ｃ）は、クリ
ーニングブレードの先端稜線部が欠落した状態を示す図。
【図１９】（ａ）は、検証実験１の入力画像を示す図。（ｂ）は、検証実験２の入力画像
を示す図。（ｃ）は、検証実験３の入力画像を示す図。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、本発明を、画像形成装置としてのプリンタに適用した一実施形態について説明す
る。図１は、本実施形態における画像形成装置であるプリンタ１００を示す概略構成図で
ある。プリンタ１００は、フルカラー画像を形成するものであって、画像形成部１２０、
中間転写装置１６０及び給紙部１３０から主として構成されている。なお、以下の説明に
おいて、添え字Ｙ，Ｃ，Ｍ，Ｋは、それぞれ、イエロー用、シアン用、マゼンタ用、ブラ
ック用の部材であることを示すものである。
【００１４】
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　画像形成部１２０には、図中左側から順に、イエロートナー用のプロセスカートリッジ
１２１Ｙ、シアントナー用のプロセスカートリッジ１２１Ｃ、マゼンタトナー用のプロセ
スカートリッジ１２１Ｍ、ブラックトナー用のプロセスカートリッジ１２１Ｋが設けられ
ている。これらのプロセスカートリッジ１２１（Ｙ，Ｃ，Ｍ，Ｋ）は、略水平方向に並べ
て配置されている。
【００１５】
中間転写装置１６０には、複数の支持ローラに掛け渡された中間転写体である無端状の中
間転写ベルト１６２と、一次転写ローラ１６１（Ｙ，Ｃ，Ｍ，Ｋ）と、二次転写ローラ１
６５とから主に構成されている。中間転写ベルト１６２は、各プロセスカートリッジ１２
１（Ｙ，Ｃ，Ｍ，Ｋ）の上方で、各プロセスカートリッジに設けられた表面移動する像担
持体としてのドラム状の感光体１０（Ｙ，Ｃ，Ｍ，Ｋ）の表面移動方向に沿って配置され
ている。中間転写ベルト１６２は、感光体１０（Ｙ，Ｃ，Ｍ，Ｋ）の表面移動に同期して
表面移動する。また、各一次転写ローラ１６１（Ｙ，Ｃ，Ｍ，Ｋ）は、中間転写ベルト１
６２の内周面側に配置されており、これらの一次転写ローラ１６１（Ｙ，Ｃ，Ｍ，Ｋ）に
より中間転写ベルト１６２の下側に位置する外周面（表面）が各感光体１０（Ｙ，Ｃ，Ｍ
，Ｋ）の外周面（表面）に弱圧接している。
【００１６】
　各感光体１０（Ｙ，Ｃ，Ｍ，Ｋ）上にトナー像を形成し、そのトナー像を中間転写ベル
ト１６２に転写する構成及び動作は、各プロセスカートリッジ１２１（Ｙ，Ｃ，Ｍ，Ｋ）
について実質的に同一である。ただし、カラー用の３つのプロセスカートリッジ１２１（
Ｙ，Ｃ，Ｍ）に対応した一次転写ローラ１６１（Ｙ，Ｃ，Ｍ）についてはこれらを上下に
揺動させる図示しない揺動機構が設けられている。揺動機構は、カラー画像が形成されな
いときに感光体１０（Ｙ，Ｃ，Ｍ）に中間転写ベルト１６２を接触させないように動作す
る。
【００１７】
　中間転写ユニットである中間転写装置１６０は、プリンタ１００の本体から着脱自在に
構成されている。具体的には、プリンタ１００の画像形成部１２０を覆っている図１中の
紙面手前側の前カバー（不図示）を開き、二次転写装置１６０を図１中の紙面奥側から手
前側へスライドさせることで、プリンタ１００の本体から二次転写装置１６０を取り外す
ことができる。二次転写装置１６０をプリンタ１００の本体に装着する場合には、取り外
し作業とは逆の作業をすればよい。
　なお、中間転写ベルト１６２における二次転写ローラ１６５よりも表面移動方向下流側
であってプロセスカートリッジ１２１Ｙの上流側には、二次転写後の残留トナー等の中間
転写ベルト１６２上に付着した付着物を除去するための中間転写ベルトクリーニング装置
１６７を設けている。中間転写ベルトクリーニング装置１６７は、中間転写ベルト１６２
と一体に支持された状態で中間転写装置１６０として、プリンタ１００本体に対して着脱
自在に構成されている。
【００１８】
　中間転写装置１６０の上方には、各プロセスカートリッジ１２１（Ｙ，Ｃ，Ｍ，Ｋ）に
対応したトナーカートリッジ１５９（Ｙ，Ｃ，Ｍ，Ｋ）が略水平方向に並べて配置されて
いる。
　また、プロセスカートリッジ１２１（Ｙ，Ｃ，Ｍ，Ｋ）の下方には、帯電された感光体
１０（Ｙ，Ｃ，Ｍ，Ｋ）の表面にレーザー光を照射して静電潜像を形成する露光装置１４
０が配置されている。
　また、露光装置１４０の下方には、給紙部１３０が配置されている。給紙部１３０には
、記録材としての転写紙を収容する給紙カセット１３１及び給紙ローラ１３２が設けられ
ており、レジストローラ対１３３を経て中間転写ベルト１６２と二次転写ローラ１６５と
の間の二次転写ニップ部に向けて所定のタイミングで転写紙を給送する。
　また、二次転写ニップ部の転写紙搬送方向下流側には定着装置９０が配置されており、
この定着装置９０の転写紙搬送方向下流側には、排紙ローラ及び排紙された転写紙を収納
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する排紙収納部が配置されている。
【００１９】
　図２は、プリンタ１００が備えるプロセスカートリッジ１２１を示す概略構成図である
。
　ここで、各プロセスカートリッジ１２１の構成はほぼ同様であるので、以下の説明では
色分け用の添え字Ｙ、Ｃ、Ｍ、Ｋを省略して、プロセスカートリッジ１２１の構成及び動
作について説明する。
　プロセスカートリッジ１２１は、感光体１０と、感光体１０の周りに配置されたクリー
ニング装置３０、帯電装置４０及び現像装置５０とを備えている。
【００２０】
　帯電装置４０は、感光体１０に当接するように配置された帯電ローラ４１と、この帯電
ローラ４１に当接して回転する帯電ローラクリーナ４２とから主として構成されている。
図３に示すように帯電ローラ４１は芯金４１ａ上に導電性ゴム層４１ｂを設けたもので、
ゴム層の表面は周方向に沿って延びる凹凸４１ｃが形成されている。この凹凸４１ｃは帯
電ローラ４１を回転させた状態で研磨ペーパなどを当接させることで形成することが出来
る。この凹凸４１ｃによって感光体１０に対する接触面積が小さく、接触部とギャップ部
が適度に分布するため、放電の機会が増え、帯電が安定する。特に線速が速い場合には帯
電安定性の効果が大きい。また接触面積が小さいことにより帯電ローラ４１による感光体
１０の汚染、逆に感光体１０上のトナーなどによる帯電ローラ４１の汚れも発生しにくく
なる。また、帯電ローラ４１に印加するバイアスを直流にしている。直流にすることで、
感光体１０に対する負荷を低減し、感光体１０の摩耗量が小さくなり、長寿命化が出来る
。
【００２１】
　また、帯電ローラ４１の凹凸４１ｃは、十点平均表面粗さＲｚが２０μｍ以下となるよ
うに形成するのが好ましい。これにより、感光体摩耗の促進を極力小さくすることができ
、長寿命化が図れる。また、帯電ローラ４１の十点平均表面粗さＲｚを２０μｍ以下にす
ることにより、帯電ローラ４１の放電ムラが起こりにくくなり、感光体表面をムラなく帯
電することができる。感光体表面をムラなく帯電できるので、画像濃度ムラのない良質な
画像を出力することができる。一般的に低温・低湿環境下では感光体の表面電位は不安定
になりやすい（表面電位変動幅が大きくなりやすい）が、帯電ローラ４１の表面に十点平
均表面粗さＲｚが２０μｍ以下の凹凸４１ｃを形成することで、低温・低湿環境下でも感
光体１０の表面電位を安定させることができる。
【００２２】
　また、フッ素を含んだ表面処理液によって、帯電ローラ４１の表層部を表面処理するこ
とによって、感光体１０への汚染をどんな環境下でも防ぐことができ、好ましい。
【００２３】
　現像装置５０は、現像剤担持体としての現像ローラ５１を有している。この現像ローラ
５１には、図示しない電源から現像バイアスが印加されるようになっている。現像装置５
０のケーシング内には、ケーシング内に収容された現像剤を互いに逆方向に搬送しながら
攪拌する供給スクリュ５２及び攪拌スクリュ５３が設けられている。また、現像ローラ５
１に担持された現像剤を規制するためのドクタ５４も設けられている。供給スクリュ５２
及び攪拌スクリュ５３の二本スクリュによって撹拌・搬送された現像剤中のトナーは、所
定の極性に帯電される。そして、現像剤は、現像ローラ５１の表面上に汲み上げられ、汲
み上げられた現像剤は、ドクタ５４により規制され、感光体１０と対向する現像領域でト
ナーが感光体１０上の潜像に付着する。
【００２４】
　クリーニング装置３０は、クリーニングブレード６２、回収スクリュ４３などを有して
いる。クリーニングブレード６２は、感光体１０の表面移動方向に対してカウンタ方向で
感光体１０に当接している。トナー像を中間転写ベルト１６２に転写した後の感光体１０
上に残留するトナーをクリーニングブレード６２によりクリーニングする。クリーニング
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ブレード６２より除去されたトナーは、回収スクリュにより４３により不図示の廃トナー
容器へ搬送される。なお、クリーニングブレード６２の詳細については後述する。
【００２５】
　以上のような構成を有する４つのプロセスカートリッジ１２１は、それぞれ単独でサー
ビスマンやユーザにより着脱・交換が可能となっている。また、プリンタ１００から取り
外した状態のプロセスカートリッジ１２１については、感光体１０、帯電装置４０、現像
装置５０、クリーニング装置３０が、それぞれ単独で新しい装置との交換が可能に構成さ
れている。なお、プロセスカートリッジ１２１は、クリーニング装置３０で回収した転写
残トナーを回収する廃トナータンクを備えていてもよい。この場合、更に、プロセスカー
トリッジ１２１において廃トナータンクが単独で着脱・交換が可能な構成とすれば利便性
が向上する。
【００２６】
　次に、プリンタ１００の動作について説明する。
　プリンタ１００では、不図示のオペレーションパネルやパーソナルコンピュータ等の外
部機器からプリント命令を受け付けると、まず、感光体１０を図２中矢印Ａの方向に回転
させ、帯電装置４０の帯電ローラ４１によって感光体１０の表面を所定の極性に一様帯電
させる。帯電後の感光体１０に対し、露光装置１４０は、入力されたカラー画像データに
対応して光変調された例えばレーザービーム光を色ごとに照射し、これによって各感光体
１０の表面にそれぞれ各色の静電潜像を形成する。各静電潜像に対し、各色の現像装置５
０の現像ローラ５１から各色の現像剤を供給し、各色の静電潜像を各色の現像剤で現像し
、各色に対応したトナー像を形成して可視像化する。次いで、一次転写ローラ１６１にト
ナー像と逆極性の転写電圧を印加することによって、中間転写ベルト１６２を挟んで感光
体１０と一次転写ローラ１６１との間に一次転写電界を形成し、一次転写ローラ１６１で
中間転写ベルト１６２を弱圧接することで一次転写ニップを形成する。これらの作用によ
り、各感光体１０上のトナー像は中間転写ベルト１６２上に効率よく一次転写される。中
間転写ベルト１６２上には、各感光体１０で形成された各色のトナー像が互いに重なり合
うように転写され、積層トナー像が形成される。
【００２７】
　中間転写ベルト１６２上に一次転写された積層トナー像は、給紙カセット１３１内に収
容されている転写紙が給紙ローラ１３２やレジストローラ対１３３等を経て所定のタイミ
ングで給送される。そして、二次転写ローラ１６５にトナー像と逆極性の転写電圧を印加
することにより、転写紙を挟んで中間転写ベルト１６２と二次転写ローラ１６５との間に
二次転写電界を形成し、転写紙上に積層トナー像が転写される。積層トナー像が転写され
た転写紙は定着装置９０に送られ、熱及び圧力で定着される。トナー像が定着された転写
紙は、排紙ローラによって排紙収納部に排出、載置される。一方、一次転写後の各感光体
１０上に残留する転写残トナーは、各クリーニング装置３０のブレード部材によって掻き
取られ、除去される。
【００２８】
　次に、本発明を適用したプリンタ１００に好適なトナーについて説明する。
　本プリンタに好適に使用されるトナーは、６００ｄｐｉ以上の微少ドットを再現するた
めに、トナーの体積平均粒径が３～６［μｍ］のものが好ましい。また、体積平均粒径（
Ｄｖ）と個数平均粒径（Ｄｎ）との比（Ｄｖ／Ｄｎ）が、１．００～１．４０の範囲にあ
るトナーが好ましい。（Ｄｖ／Ｄｎ）が１．００に近いほど粒径分布がシャープであるこ
とを示す。このような小粒径で粒径分布の狭いトナーでは、トナーの帯電量分布が均一に
なり、地肌かぶりの少ない高品位な画像を得ることができ、また、静電転写方式では転写
率を高くすることができる。
【００２９】
　トナーの形状係数ＳＦ－１は１００～１８０、形状係数ＳＦ－２は１００～１８０の範
囲にあることが好ましい。図４は、形状係数ＳＦ－１を説明するためにトナーの形状を模
式的に表した図である。形状係数ＳＦ－１は、トナー形状の丸さの割合を示すものであり
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、下記式（１）で表される。トナーを２次元平面に投影してできる形状の最大長ＭＸＬＮ
Ｇの二乗を図形面積ＡＲＥＡで除して、１００π／４を乗じた値である。
　ＳＦ－１＝｛（ＭＸＬＮＧ）２／ＡＲＥＡ｝×（１００π）／４・・・式（１）
　ＳＦ－１の値が１００の場合トナーの形状は真球となり、ＳＦ－１の値が大きくなるほ
ど不定形になる。
【００３０】
　また、図５は、形状係数ＳＦ－２を説明するためにトナーの形状を模式的に表した図で
ある。形状係数ＳＦ－２は、トナーの形状の凹凸の割合を示すものであり、下記式（２）
で表される。トナーを２次元平面に投影してできる図形の周長ＰＥＲＩの二乗を図形面積
ＡＲＥＡで除して、１００／（４π）を乗じた値である。
　ＳＦ－２＝｛（ＰＥＲＩ）２／ＡＲＥＡ｝×１００／（４π）・・・式（２）
　ＳＦ－２の値が１００の場合トナー表面に凹凸が存在しなくなり、ＳＦ－２の値が大き
くなるほどトナー表面の凹凸が顕著になる。
【００３１】
　形状係数の測定は、具体的には、走査型電子顕微鏡（Ｓ－８００：日立製作所製）でト
ナーの写真を撮り、これを画像解析装置（ＬＵＳＥＸ３：ニレコ社製）に導入して解析し
て計算した。トナーの形状が球形に近くなると、トナーとトナーあるいはトナーと感光体
との接触状態が点接触になるために、トナー同士の吸着力は弱くなり従って流動性が高く
なり、また、トナーと感光体との吸着力も弱くなって、転写率は高くなる。形状係数ＳＦ
－１、ＳＦ－２のいずれかが１８０を超えると、転写率が低下するため好ましくない。
【００３２】
　また、カラープリンタに好適に使用されるトナーは、少なくとも、窒素原子を含む官能
基を有するポリエステルプレポリマーと、ポリエステルと、着色剤と、離型剤とを有機溶
媒中に分散させたトナー材料液を、水系溶媒中で架橋及び／又は伸長反応させて得られる
トナーである。以下に、トナーの構成材料及び製造方法について説明する。
【００３３】
（ポリエステル）
　ポリエステルは、多価アルコール化合物と多価カルボン酸化合物との重縮合反応によっ
て得られる。
　多価アルコール化合物（ＰＯ）としては、２価アルコール（ＤＩＯ）および３価以上の
多価アルコール（ＴＯ）が挙げられ、（ＤＩＯ）単独、または（ＤＩＯ）と少量の（ＴＯ
）との混合物が好ましい。２価アルコール（ＤＩＯ）としては、アルキレングリコール（
エチレングリコール、１，２－プロピレングリコール、１，３－プロピレングリコール、
１，４－ブタンジオール、１，６－ヘキサンジオールなど）；アルキレンエーテルグリコ
ール（ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、ジプロピレングリコール、ポリ
エチレングリコール、ポリプロピレングリコール、ポリテトラメチレンエーテルグリコー
ルなど）；脂環式ジオール（１，４－シクロヘキサンジメタノール、水素添加ビスフェノ
ールＡなど）；ビスフェノール類（ビスフェノールＡ、ビスフェノールＦ、ビスフェノー
ルＳなど）；上記脂環式ジオールのアルキレンオキサイド（エチレンオキサイド、プロピ
レンオキサイド、ブチレンオキサイドなど）付加物；上記ビスフェノール類のアルキレン
オキサイド（エチレンオキサイド、プロピレンオキサイド、ブチレンオキサイドなど）付
加物などが挙げられる。これらのうち好ましいものは、炭素数２～１２のアルキレングリ
コールおよびビスフェノール類のアルキレンオキサイド付加物であり、特に好ましいもの
はビスフェノール類のアルキレンオキサイド付加物、およびこれと炭素数２～１２のアル
キレングリコールとの併用である。３価以上の多価アルコール（ＴＯ）としては、３～８
価またはそれ以上の多価脂肪族アルコール（グリセリン、トリメチロールエタン、トリメ
チロールプロパン、ペンタエリスリトール、ソルビトールなど）；３価以上のフェノール
類（トリスフェノールＰＡ、フェノールノボラック、クレゾールノボラックなど）；上記
３価以上のポリフェノール類のアルキレンオキサイド付加物などが挙げられる。
【００３４】
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　多価カルボン酸（ＰＣ）としては、２価カルボン酸（ＤＩＣ）および３価以上の多価カ
ルボン酸（ＴＣ）が挙げられ、（ＤＩＣ）単独、および（ＤＩＣ）と少量の（ＴＣ）との
混合物が好ましい。２価カルボン酸（ＤＩＣ）としては、アルキレンジカルボン酸（コハ
ク酸、アジピン酸、セバシン酸など）；アルケニレンジカルボン酸（マレイン酸、フマー
ル酸など）；芳香族ジカルボン酸（フタル酸、イソフタル酸、テレフタル酸、ナフタレン
ジカルボン酸など）などが挙げられる。これらのうち好ましいものは、炭素数４～２０の
アルケニレンジカルボン酸および炭素数８～２０の芳香族ジカルボン酸である。３価以上
の多価カルボン酸（ＴＣ）としては、炭素数９～２０の芳香族多価カルボン酸（トリメリ
ット酸、ピロメリット酸など）などが挙げられる。なお、多価カルボン酸（ＰＣ）として
は、上述のものの酸無水物または低級アルキルエステル（メチルエステル、エチルエステ
ル、イソプロピルエステルなど）を用いて多価アルコール（ＰＯ）と反応させてもよい。
【００３５】
　多価アルコール（ＰＯ）と多価カルボン酸（ＰＣ）の比率は、水酸基［ＯＨ］とカルボ
キシル基［ＣＯＯＨ］の当量比［ＯＨ］／［ＣＯＯＨ］として、通常２／１～１／１、好
ましくは１．５／１～１／１、さらに好ましくは１．３／１～１．０２／１である。多価
アルコール（ＰＯ）と多価カルボン酸（ＰＣ）の重縮合反応は、テトラブトキシチタネー
ト、ジブチルチンオキサイドなど公知のエステル化触媒の存在下、１５０～２８０℃に加
熱し、必要により減圧しながら生成する水を留去して、水酸基を有するポリエステルを得
る。ポリエステルの水酸基価は５以上であることが好ましく、ポリエステルの酸価は通常
１～３０、好ましくは５～２０である。酸価を持たせることで負帯電性となりやすく、さ
らには記録紙への定着時、記録紙とトナーの親和性がよく低温定着性が向上する。しかし
、酸価が３０を超えると帯電の安定性、特に環境変動に対し悪化傾向がある。また、重量
平均分子量１万～４０万、好ましくは２万～２０万である。重量平均分子量が１万未満で
は、耐オフセット性が悪化するため好ましくない。また、４０万を超えると低温定着性が
悪化するため好ましくない。
【００３６】
　ポリエステルには、上記の重縮合反応で得られる未変性ポリエステルの他に、ウレア変
性のポリエステルが好ましく含有される。ウレア変性のポリエステルは、上記の重縮合反
応で得られるポリエステルの末端のカルボキシル基や水酸基等と多価イソシアネート化合
物（ＰＩＣ）とを反応させ、イソシアネート基を有するポリエステルプレポリマー（Ａ）
を得、これとアミン類との反応により分子鎖が架橋及び／又は伸長されて得られるもので
ある。多価イソシアネート化合物（ＰＩＣ）としては、脂肪族多価イソシアネート（テト
ラメチレンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネート、２，６－イソシアナト
メチルカプロエートなど）；脂環式ポリイソシアネート（イソホロンジイソシアネート、
シクロヘキシルメタンジイソシアネートなど）；芳香族ジイソシアネート（トリレンジイ
ソシアネート、ジフェニルメタンジイソシアネートなど）；芳香脂肪族ジイソシアネート
（α，α，α’，α’－テトラメチルキシリレンジイソシアネートなど）；イソシアネー
ト類；前記ポリイソシアネートをフェノール誘導体、オキシム、カプロラクタムなどでブ
ロックしたもの；およびこれら２種以上の併用が挙げられる。多価イソシアネート化合物
（ＰＩＣ）の比率は、イソシアネート基［ＮＣＯ］と、水酸基を有するポリエステルの水
酸基［ＯＨ］の当量比［ＮＣＯ］／［ＯＨ］として、通常５／１～１／１、好ましくは４
／１～１．２／１、さらに好ましくは２．５／１～１．５／１である。［ＮＣＯ］／［Ｏ
Ｈ］が５／１を超えると低温定着性が悪化する。［ＮＣＯ］のモル比が１／１未満では、
ウレア変性ポリエステルを用いる場合、そのエステル中のウレア含量が低くなり、耐ホッ
トオフセット性が悪化する。イソシアネート基を有するポリエステルプレポリマー（Ａ）
中の多価イソシアネート化合物（ＰＩＣ）構成成分の含有量は、通常０．５～４０ｗｔ％
、好ましくは１～３０ｗｔ％、さらに好ましくは２～２０ｗｔ％である。０．５ｗｔ％未
満では、耐ホットオフセット性が悪化するとともに、耐熱保存性と低温定着性の両立の面
で不利になる。また、４０ｗｔ％を超えると低温定着性が悪化する。イソシアネート基を
有するポリエステルプレポリマー（Ａ）中の１分子当たりに含有されるイソシアネート基
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は、通常１個以上、好ましくは、平均１．５～３個、さらに好ましくは、平均１．８～２
．５個である。１分子当たり１個未満では、ウレア変性ポリエステルの分子量が低くなり
、耐ホットオフセット性が悪化する。
【００３７】
　次に、ポリエステルプレポリマー（Ａ）と反応させるアミン類（Ｂ）としては、２価ア
ミン化合物（Ｂ１）、３価以上の多価アミン化合物（Ｂ２）、アミノアルコール（Ｂ３）
、アミノメルカプタン（Ｂ４）、アミノ酸（Ｂ５）、およびＢ１～Ｂ５のアミノ基をブロ
ックしたもの（Ｂ６）などが挙げられる。
【００３８】
　２価アミン化合物（Ｂ１）としては、芳香族ジアミン（フェニレンジアミン、ジエチル
トルエンジアミン、４，４’－ジアミノジフェニルメタンなど）；脂環式ジアミン（４，
４’－ジアミノ－３，３’－ジメチルジシクロヘキシルメタン、ジアミンシクロヘキサン
、イソホロンジアミンなど）；および脂肪族ジアミン（エチレンジアミン、テトラメチレ
ンジアミン、ヘキサメチレンジアミンなど）などが挙げられる。３価以上の多価アミン化
合物（Ｂ２）としては、ジエチレントリアミン、トリエチレンテトラミンなどが挙げられ
る。アミノアルコール（Ｂ３）としては、エタノールアミン、ヒドロキシエチルアニリン
などが挙げられる。アミノメルカプタン（Ｂ４）としては、アミノエチルメルカプタン、
アミノプロピルメルカプタンなどが挙げられる。アミノ酸（Ｂ５）としては、アミノプロ
ピオン酸、アミノカプロン酸などが挙げられる。Ｂ１～Ｂ５のアミノ基をブロックしたも
の（Ｂ６）としては、前記Ｂ１～Ｂ５のアミン類とケトン類（アセトン、メチルエチルケ
トン、メチルイソブチルケトンなど）から得られるケチミン化合物、オキサゾリジン化合
物などが挙げられる。これらアミン類（Ｂ）のうち好ましいものは、Ｂ１およびＢ１と少
量のＢ２の混合物である。
【００３９】
　アミン類（Ｂ）の比率は、イソシアネート基を有するポリエステルプレポリマー（Ａ）
中のイソシアネート基［ＮＣＯ］と、アミン類（Ｂ）中のアミノ基［ＮＨｘ］の当量比［
ＮＣＯ］／［ＮＨｘ］として、通常１／２～２／１、好ましくは１．５／１～１／１．５
、さらに好ましくは１．２／１～１／１．２である。［ＮＣＯ］／［ＮＨｘ］が２／１超
や、１／２未満では、ウレア変性ポリエステルの分子量が低くなり、耐ホットオフセット
性が悪化する。
【００４０】
　また、ウレア変性ポリエステル中には、ウレア結合と共にウレタン結合を含有していて
もよい。ウレア結合含有量とウレタン結合含有量のモル比は、通常１００／０～１０／９
０であり、好ましくは８０／２０～２０／８０、さらに好ましくは、６０／４０～３０／
７０である。ウレア結合のモル比が１０％未満では、耐ホットオフセット性が悪化する。
【００４１】
　ウレア変性ポリエステルは、ワンショット法、などにより製造される。多価アルコール
（ＰＯ）と多価カルボン酸（ＰＣ）を、テトラブトキシチタネート、ジブチルチンオキサ
イドなど公知のエステル化触媒の存在下、１５０～２８０℃に加熱し、必要により減圧し
ながら生成する水を留去して、水酸基を有するポリエステルを得る。次いで４０～１４０
℃にて、これに多価イソシアネート（ＰＩＣ）を反応させ、イソシアネート基を有するポ
リエステルプレポリマー（Ａ）を得る。さらにこの（Ａ）にアミン類（Ｂ）を０～１４０
℃にて反応させ、ウレア変性ポリエステルを得る。
【００４２】
　（ＰＩＣ）を反応させる際、及び（Ａ）と（Ｂ）を反応させる際には、必要により溶剤
を用いることもできる。使用可能な溶剤としては、芳香族溶剤（トルエン、キシレンなど
）；ケトン類（アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトンなど）；エステ
ル類（酢酸エチルなど）；アミド類（ジメチルホルムアミド、ジメチルアセトアミドなど
）およびエーテル類（テトラヒドロフランなど）などのイソシアネート（ＰＩＣ）に対し
て不活性なものが挙げられる。
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【００４３】
　また、ポリエステルプレポリマー（Ａ）とアミン類（Ｂ）との架橋及び／又は伸長反応
には、必要により反応停止剤を用い、得られるウレア変性ポリエステルの分子量を調整す
ることができる。反応停止剤としては、モノアミン（ジエチルアミン、ジブチルアミン、
ブチルアミン、ラウリルアミンなど）、およびそれらをブロックしたもの（ケチミン化合
物）などが挙げられる。
【００４４】
　ウレア変性ポリエステルの重量平均分子量は、通常１万以上、好ましくは２万～１００
０万、さらに好ましくは３万～１００万である。１万未満では耐ホットオフセット性が悪
化する。ウレア変性ポリエステル等の数平均分子量は、先の未変性ポリエステルを用いる
場合は特に限定されるものではなく、前記重量平均分子量とするのに得やすい数平均分子
量でよい。ウレア変性ポリエステルを単独で使用する場合は、その数平均分子量は、通常
２０００～１５０００、好ましくは２０００～１００００、さらに好ましくは２０００～
８０００である。２００００を超えると低温定着性およびフルカラー画像形成装置に用い
た場合の光沢性が悪化する。
【００４５】
　未変性ポリエステルとウレア変性ポリエステルとを併用することで、低温定着性および
フルカラー画像形成装置に用いた場合の光沢性が向上するので、ウレア変性ポリエステル
を単独で使用するよりも好ましい。尚、未変性ポリエステルはウレア結合以外の化学結合
で変性されたポリエステルを含んでも良い。
【００４６】
　未変性ポリエステルとウレア変性ポリエステルとは、少なくとも一部が相溶しているこ
とが低温定着性、耐ホットオフセット性の面で好ましい。従って、未変性ポリエステルと
ウレア変性ポリエステルとは類似の組成であることが好ましい。
【００４７】
　また、未変性ポリエステルとウレア変性ポリエステルとの重量比は、通常２０／８０～
９５／５、好ましくは７０／３０～９５／５、さらに好ましくは７５／２５～９５／５、
特に好ましくは８０／２０～９３／７である。ウレア変性ポリエステルの重量比が５％未
満では、耐ホットオフセット性が悪化するとともに、耐熱保存性と低温定着性の両立の面
で不利になる。
【００４８】
　未変性ポリエステルとウレア変性ポリエステルとを含むバインダー樹脂のガラス転移点
（Ｔｇ）は、通常４５～６５℃、好ましくは４５～６０℃である。４５℃未満ではトナー
の耐熱性が悪化し、６５℃を超えると低温定着性が不十分となる。
【００４９】
　また、ウレア変性ポリエステルは、得られるトナー母体粒子の表面に存在しやすいため
、公知のポリエステル系トナーと比較して、ガラス転移点が低くても耐熱保存性が良好な
傾向を示す。
【００５０】
（着色剤）
　着色剤としては、公知の染料及び顔料が全て使用でき、例えば、カーボンブラック、ニ
グロシン染料、鉄黒、ナフトールイエローＳ、ハンザイエロー（１０Ｇ、５Ｇ、Ｇ）、カ
ドミュウムイエロー、黄色酸化鉄、黄土、黄鉛、チタン黄、ポリアゾイエロー、オイルイ
エロー、ハンザイエロー（ＧＲ１、ＲＮ、Ｒ）、ピグメントイエローＬ、ベンジジンイエ
ロー（Ｇ、ＧＲ）、パーマネントイエロー（ＮＣＧ）、バルカンファストイエロー（５Ｇ
、Ｒ）、タートラジンレーキ、キノリンイエローレーキ、アンスラザンイエローＢＧＬ、
イソインドリノンイエロー、ベンガラ、鉛丹、鉛朱、カドミュウムレッド、カドミュウム
マーキュリレッド、アンチモン朱、パーマネントレッド４Ｒ、パラレッド、ファイセーレ
ッド、パラクロルオルトニトロアニリンレッド、リソールファストスカーレットＧ、ブリ
リアントファストスカーレット、ブリリアントカーンミンＢＳ、パーマネントレッド（Ｆ
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２Ｒ、Ｆ４Ｒ、ＦＲＬ、ＦＲＬＬ、Ｆ４ＲＨ）、ファストスカーレットＶＤ、ベルカンフ
ァストルビンＢ、ブリリアントスカーレットＧ、リソールルビンＧＸ、パーマネントレッ
ドＦ５Ｒ、ブリリアントカーミン６Ｂ、ピグメントスカーレット３Ｂ、ボルドー５Ｂ、ト
ルイジンマルーン、パーマネントボルドーＦ２Ｋ、ヘリオボルドーＢＬ、ボルドー１０Ｂ
、ボンマルーンライト、ボンマルーンメジアム、エオシンレーキ、ローダミンレーキＢ、
ローダミンレーキＹ、アリザリンレーキ、チオインジゴレッドＢ、チオインジゴマルーン
、オイルレッド、キナクリドンレッド、ピラゾロンレッド、ポリアゾレッド、クロームバ
ーミリオン、ベンジジンオレンジ、ペリノンオレンジ、オイルオレンジ、コバルトブルー
、セルリアンブルー、アルカリブルーレーキ、ピーコックブルーレーキ、ビクトリアブル
ーレーキ、無金属フタロシアニンブルー、フタロシアニンブルー、ファストスカイブルー
、インダンスレンブルー（ＲＳ、ＢＣ）、インジゴ、群青、紺青、アントラキノンブルー
、ファストバイオレットＢ、メチルバイオレットレーキ、コバルト紫、マンガン紫、ジオ
キサンバイオレット、アントラキノンバイオレット、クロムグリーン、ジンクグリーン、
酸化クロム、ピリジアン、エメラルドグリーン、ピグメントグリーンＢ、ナフトールグリ
ーンＢ、グリーンゴールド、アシッドグリーンレーキ、マラカイトグリーンレーキ、フタ
ロシアニングリーン、アントラキノングリーン、酸化チタン、亜鉛華、リトボン及びそれ
らの混合物が使用できる。着色剤の含有量はトナーに対して通常１～１５重量％、好まし
くは３～１０重量％である。
【００５１】
　着色剤は樹脂と複合化されたマスターバッチとして用いることもできる。マスターバッ
チの製造、またはマスターバッチとともに混練されるバインダー樹脂としては、ポリスチ
レン、ポリ－ｐ－クロロスチレン、ポリビニルトルエンなどのスチレン及びその置換体の
重合体、あるいはこれらとビニル化合物との共重合体、ポリメチルメタクリレート、ポリ
ブチルメタクリレート、ポリ塩化ビニル、ポリ酢酸ビニル、ポリエチレン、ポリプロピレ
ン、ポリエステル、エポキシ樹脂、エポキシポリオール樹脂、ポリウレタン、ポリアミド
、ポリビニルブチラール、ポリアクリル酸樹脂、ロジン、変性ロジン、テルペン樹脂、脂
肪族又は脂環族炭化水素樹脂、芳香族系石油樹脂、塩素化パラフィン、パラフィンワック
スなどが挙げられ、単独あるいは混合して使用できる。
【００５２】
（荷電制御剤）
　荷電制御剤としては公知のものが使用でき、例えばニグロシン系染料、トリフェニルメ
タン系染料、クロム含有金属錯体染料、モリブデン酸キレート顔料、ローダミン系染料、
アルコキシ系アミン、４級アンモニウム塩（フッ素変性４級アンモニウム塩を含む）、ア
ルキルアミド、燐の単体または化合物、タングステンの単体または化合物、フッ素系活性
剤、サリチル酸金属塩及び、サリチル酸誘導体の金属塩等である。具体的にはニグロシン
系染料のボントロン０３、４級アンモニウム塩のボントロンＰ－５１、含金属アゾ染料の
ボントロンＳ－３４、オキシナフトエ酸系金属錯体のＥ－８２、サリチル酸系金属錯体の
Ｅ－８４、フェノール系縮合物のＥ－８９（以上、オリエント化学工業社製）、４級アン
モニウム塩モリブデン錯体のＴＰ－３０２、ＴＰ－４１５（以上、保土谷化学工業社製）
、４級アンモニウム塩のコピーチャージＰＳＹＶＰ２０３８、トリフェニルメタン誘導体
のコピーブルーＰＲ、４級アンモニウム塩のコピーチャージＮＥＧ　ＶＰ２０３６、コピ
ーチャージ　ＮＸ　ＶＰ４３４（以上、ヘキスト社製）、ＬＲ１－９０１、ホウ素錯体で
あるＬＲ－１４７（日本カーリット社製）、銅フタロシアニン、ペリレン、キナクリドン
、アゾ系顔料、その他スルホン酸基、カルボキシル基、４級アンモニウム塩等の官能基を
有する高分子系の化合物が挙げられる。このうち、特にトナーを負極性に制御する物質が
好ましく使用される。
【００５３】
　荷電制御剤の使用量は、バインダー樹脂の種類、必要に応じて使用される添加剤の有無
、分散方法を含めたトナー製造方法によって決定されるもので、一義的に限定されるもの
ではないが、好ましくはバインダー樹脂１００重量部に対して、０．１～１０重量部の範
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囲で用いられる。好ましくは、０．２～５重量部の範囲がよい。１０重量部を超える場合
にはトナーの帯電性が大きすぎ、荷電制御剤の効果を減退させ、現像ローラとの静電的吸
引力が増大し、現像剤の流動性低下や、画像濃度の低下を招く。
【００５４】
（離型剤）
　離型剤としては、融点が５０～１２０℃の低融点のワックスが、バインダー樹脂との分
散の中でより離型剤として効果的に定着ローラとトナー界面との間で働き、これにより定
着ローラにオイルの如き離型剤を塗布することなく高温オフセットに対し効果を示す。こ
のようなワックス成分としては、以下のものが挙げられる。ロウ類及びワックス類として
は、カルナバワックス、綿ロウ、木ロウ、ライスワックス等の植物系ワックス、ミツロウ
、ラノリン等の動物系ワックス、オゾケライト、セルシン等の鉱物系ワックス、及びおよ
びパラフィン、マイクロクリスタリン、ペトロラタム等の石油ワックス等が挙げられる。
また、これら天然ワックスの外に、フィッシャー・トロプシュワックス、ポリエチレンワ
ックス等の合成炭化水素ワックス、エステル、ケトン、エーテル等の合成ワックス等が挙
げられる。さらに、１２－ヒドロキシステアリン酸アミド、ステアリン酸アミド、無水フ
タル酸イミド、塩素化炭化水素等の脂肪酸アミド及び、低分子量の結晶性高分子樹脂であ
る、ポリ－ｎ－ステアリルメタクリレート、ポリ－ｎ－ラウリルメタクリレート等のポリ
アクリレートのホモ重合体あるいは共重合体（例えば、ｎ－ステアリルアクリレート－エ
チルメタクリレートの共重合体等）等、側鎖に長いアルキル基を有する結晶性高分子等も
用いることができる。
【００５５】
　荷電制御剤、離型剤はマスターバッチ、バインダー樹脂とともに溶融混練することもで
きるし、もちろん有機溶剤に溶解、分散する際に加えても良い。
【００５６】
（外添剤）
　トナー粒子の流動性や現像性、帯電性を補助するための外添剤として、無機微粒子が好
ましく用いられる。この無機微粒子の一次粒子径は、５×１０－３～２［μｍ］であるこ
とが好ましく、特に５×１０－３～０．５［μｍ］であることが好ましい。また、ＢＥＴ
法による比表面積は、２０～５００［ｍ２／ｇ］であることが好ましい。この無機微粒子
の使用割合は、トナーの０．０１～５ｗｔ％であることが好ましく、特に０．０１～２．
０ｗｔ％であることが好ましい。無機微粒子の具体例としては、例えばシリカ、アルミナ
、酸化チタン、チタン酸バリウム、チタン酸マグネシウム、チタン酸カルシウム、チタン
酸ストロンチウム、酸化亜鉛、酸化スズ、ケイ砂、クレー、雲母、ケイ灰石、ケイソウ土
、酸化クロム、酸化セリウム、ベンガラ、三酸化アンチモン、酸化マグネシウム、酸化ジ
ルコニウム、硫酸バリウム、炭酸バリウム、炭酸カルシウム、炭化ケイ素、窒化ケイ素な
どを挙げることができる。中でも、流動性付与剤としては、疎水性シリカ微粒子と疎水性
酸化チタン微粒子を併用するのが好ましい。特に両微粒子の平均粒径が５×１０－４μｍ
以下のものを使用して攪拌混合を行った場合、トナーとの静電力、ファンデルワールス力
は格段に向上することより、所望の帯電レベルを得るために行われる現像装置内部の攪拌
混合によっても、トナーから流動性付与剤が脱離することなく、ホタルなどが発生しない
良好な画像品質が得られて、さらに転写残トナーの低減が図られる。酸化チタン微粒子は
、環境安定性、画像濃度安定性に優れている反面、帯電立ち上がり特性の悪化傾向にある
ことより、酸化チタン微粒子添加量がシリカ微粒子添加量よりも多くなると、この副作用
の影響が大きくなることが考えられる。しかし、疎水性シリカ微粒子及び疎水性酸化チタ
ン微粒子の添加量が０．３～１．５ｗｔ％の範囲では、帯電立ち上がり特性が大きく損な
われず、所望の帯電立ち上がり特性が得られ、すなわち、コピーの繰り返しを行っても、
安定した画像品質が得られる。
【００５７】
　次に、トナーの製造方法について説明する。ここでは、好ましい製造方法について示す
が、これに限られるものではない。
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【００５８】
（トナーの製造方法）
（１）着色剤、未変性ポリエステル、イソシアネート基を有するポリエステルプレポリマ
ー、離型剤を有機溶媒中に分散させトナー材料液を作る。
　有機溶媒は、沸点が１００℃未満の揮発性であることが、トナー母体粒子形成後の除去
が容易である点から好ましい。具体的には、トルエン、キシレン、ベンゼン、四塩化炭素
、塩化メチレン、１，２－ジクロロエタン、１，１，２－トリクロロエタン、トリクロロ
エチレン、クロロホルム、モノクロロベンゼン、ジクロロエチリデン、酢酸メチル、酢酸
エチル、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトンなどを単独あるいは２種以上組合
せて用いることができる。特に、トルエン、キシレン等の芳香族系溶媒および塩化メチレ
ン、１，２－ジクロロエタン、クロロホルム、四塩化炭素等のハロゲン化炭化水素が好ま
しい。有機溶媒の使用量は、ポリエステルプレポリマー１００重量部に対し、通常０～３
００重量部、好ましくは０～１００重量部、さらに好ましくは２５～７０重量部である。
【００５９】
（２）トナー材料液を界面活性剤、樹脂微粒子の存在下、水系媒体中で乳化させる。
　水系媒体は、水単独でも良いし、アルコール（メタノール、イソプロピルアルコール、
エチレングリコールなど）、ジメチルホルムアミド、テトラヒドロフラン、セルソルブ類
（メチルセルソルブなど）、低級ケトン類（アセトン、メチルエチルケトンなど）などの
有機溶媒を含むものであってもよい。
【００６０】
　トナー材料液１００重量部に対する水系媒体の使用量は、通常５０～２０００重量部、
好ましくは１００～１０００重量部である。５０重量部未満ではトナー材料液の分散状態
が悪く、所定の粒径のトナー粒子が得られない。２００００重量部を超えると経済的でな
い。
【００６１】
　また、水系媒体中の分散を良好にするために、界面活性剤、樹脂微粒子等の分散剤を適
宜加える。
　界面活性剤としては、アルキルベンゼンスルホン酸塩、α－オレフィンスルホン酸塩、
リン酸エステルなどのアニオン性界面活性剤、アルキルアミン塩、アミノアルコール脂肪
酸誘導体、ポリアミン脂肪酸誘導体、イミダゾリンなどのアミン塩型や、アルキルトリメ
チルアンモニム塩、ジアルキルジメチルアンモニウム塩、アルキルジメチルベンジルアン
モニウム塩、ピリジニウム塩、アルキルイソキノリニウム塩、塩化ベンゼトニウムなどの
４級アンモニウム塩型のカチオン性界面活性剤、脂肪酸アミド誘導体、多価アルコール誘
導体などの非イオン界面活性剤、例えばアラニン、ドデシルジ（アミノエチル）グリシン
、ジ（オクチルアミノエチル）グリシンやＮ－アルキル－Ｎ，Ｎ－ジメチルアンモニウム
ベタインなどの両性界面活性剤が挙げられる。
【００６２】
　また、フルオロアルキル基を有する界面活性剤を用いることにより、非常に少量でその
効果をあげることができる。好ましく用いられるフルオロアルキル基を有するアニオン性
界面活性剤としては、炭素数２～１０のフルオロアルキルカルボン酸及びその金属塩、パ
ーフルオロオクタンスルホニルグルタミン酸ジナトリウム、３－［ω－フルオロアルキル
（Ｃ６～Ｃ１１）オキシ］－１－アルキル（Ｃ３～Ｃ４）スルホン酸ナトリウム、３－［
ω－フルオロアルカノイル（Ｃ６～Ｃ８）－Ｎ－エチルアミノ］－１－プロパンスルホン
酸ナトリウム、フルオロアルキル（Ｃ１１～Ｃ２０）カルボン酸及び金属塩、パーフルオ
ロアルキルカルボン酸（Ｃ７～Ｃ１３）及びその金属塩、パーフルオロアルキル（Ｃ４～
Ｃ１２）スルホン酸及びその金属塩、パーフルオロオクタンスルホン酸ジエタノールアミ
ド、Ｎ－プロピル－Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）パーフルオロオクタンスルホンアミド
、パーフルオロアルキル（Ｃ６～Ｃ１０）スルホンアミドプロピルトリメチルアンモニウ
ム塩、パーフルオロアルキル（Ｃ６～Ｃ１０）－Ｎ－エチルスルホニルグリシン塩、モノ
パーフルオロアルキル（Ｃ６～Ｃ１６）エチルリン酸エステルなどが挙げられる。
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【００６３】
　商品名としては、サーフロンＳ－１１１、Ｓ－１１２、Ｓ－１１３（旭硝子社製）、フ
ロラードＦＣ－９３、ＦＣ－９５、ＦＣ－９８、ＦＣ－１２９（住友３Ｍ社製）、ユニダ
インＤＳ－１０１、ＤＳ－１０２（ダイキン工業社製）、メガファックＦ－１１０、Ｆ－
１２０、Ｆ－１１３、Ｆ－１９１、Ｆ－８１２、Ｆ－８３３（大日本インキ社製）、エク
トップＥＦ－１０２、１０３、１０４、１０５、１１２、１２３Ａ、１２３Ｂ、３０６Ａ
、５０１、２０１、２０４、（トーケムプロダクツ社製）、フタージェントＦ－１００、
Ｆ１５０（ネオス社製）などが挙げられる。
【００６４】
　また、カチオン性界面活性剤としては、フルオロアルキル基を有する脂肪族１級、２級
もしくは２級アミン酸、パーフルオロアルキル（Ｃ６－Ｃ１０）スルホンアミドプロピル
トリメチルアンモニウム塩などの脂肪族４級アンモニウム塩、ベンザルコニウム塩、塩化
ベンゼトニウム、ピリジニウム塩、イミダゾリニウム塩、商品名としてはサーフロンＳ－
１２１（旭硝子社製）、フロラードＦＣ－１３５（住友３Ｍ社製）、ユニダインＤＳ－２
０２（ダイキンエ業杜製）、メガファックＦ－１５０、Ｆ－８２４（大日本インキ社製）
、エクトップＥＦ－１３２（トーケムプロダクツ社製）、フタージェントＦ－３００（ネ
オス社製）などが挙げられる。
【００６５】
　樹脂微粒子は、水系媒体中で形成されるトナー母体粒子を安定化させるために加えられ
る。このために、トナー母体粒子の表面上に存在する被覆率が１０～９０％の範囲になる
ように加えられることが好ましい。例えば、ポリメタクリル酸メチル微粒子１［μｍ］、
及び３［μｍ］、ポリスチレン微粒子０．５［μｍ］及び２［μｍ］、ポリ（スチレン―
アクリロニトリル）微粒子１［μｍ］、商品名では、ＰＢ－２００Ｈ（花王社製）、ＳＧ
Ｐ（総研社製）、テクノポリマーＳＢ（積水化成品工業社製）、ＳＧＰ－３Ｇ（総研社製
）、ミクロパール（積水ファインケミカル社製）等がある。また、リン酸三カルシウム、
炭酸カルシウム、酸化チタン、コロイダルシリカ、ヒドロキシアパタイト等の無機化合物
分散剤も用いることができる。
【００６６】
　上記の樹脂微粒子、無機化合物分散剤と併用して使用可能な分散剤として、高分子系保
護コロイドにより分散液滴を安定化させても良い。例えばアクリル酸、メタクリル酸、α
－シアノアクリル酸、α－シアノメタクリル酸、イタコン酸、クロトン酸、フマール酸、
マレイン酸または無水マレイン酸などの酸類、あるいは水酸基を含有する（メタ）アクリ
ル系単量体、例えばアクリル酸－β－ヒドロキシエチル、メタクリル酸－β－ヒドロキシ
エチル、アクリル酸－β－ヒドロキシプロビル、メタクリル酸－β－ヒドロキシプロピル
、アクリル酸－γ－ヒドロキシプロピル、メタクリル酸－γ－ヒドロキシプロピル、アク
リル酸－３－クロロ２－ヒドロキシプロビル、メタクリル酸－３－クロロ－２－ヒドロキ
シプロピル、ジエチレングリコールモノアクリル酸エステル、ジエチレングリコールモノ
メタクリル酸エステル、グリセリンモノアクリル酸エステル、グリセリンモノメタクリル
酸エステル、Ｎ－メチロールアクリルアミド、Ｎ－メチロールメタクリルアミドなど、ビ
ニルアルコールまたはビニルアルコールとのエーテル類、例えばビニルメチルエーテル、
ビニルエチルエーテル、ビニルプロピルエーテルなど、またはビニルアルコールとカルボ
キシル基を含有する化合物のエステル類、例えば酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、酪酸
ビニルなど、アクリルアミド、メタクリルアミド、ジアセトンアクリルアミドあるいはこ
れらのメチロール化合物、アクリル酸クロライド、メタクリル酸クロライドなどの酸クロ
ライド類、ビニルピリジン、ビニルピロリドン、ビニルイミダゾール、エチレンイミンな
どの含窒素化合物、またはその複素環を有するものなどのホモポリマーまたは共重合体、
ポリオキシエチレン、ポリオキシプロピレン、ポリオキシエチレンアルキルアミン、ポリ
オキシプロピレンアルキルアミン、ポリオキシエチレンアルキルアミド、ポリオキシプロ
ピレンアルキルアミド、ポリオキシエチレンノニルフェニルエーテル、ポリオキシエチレ
ンラウリルフェニルエーテル、ポリオキシエチレンステアリルフェニルエステル、ポリオ
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キシエチレンノニルフェニルエステルなどのポリオキシエチレン系、メチルセルロース、
ヒドロキシエチルセルロース、ヒドロキシプロピルセルロースなどのセルロース類などが
使用できる。
【００６７】
　分散の方法としては特に限定されるものではないが、低速せん断式、高速せん断式、摩
擦式、高圧ジェット式、超音波などの公知の設備が適用できる。この中でも、分散体の粒
径を２～２０［μｍ］にするために高速せん断式が好ましい。高速せん断式分散機を使用
した場合、回転数は特に限定はないが、通常１０００～３００００［ｒｐｍ］、好ましく
は５０００～２００００［ｒｐｍ］である。分散時間は特に限定はないが、バッチ方式の
場合は、通常０．１～５分である。分散時の温度としては、通常、０～１５０℃（加圧下
）、好ましくは４０～９８℃である。
【００６８】
（３）乳化液の作製と同時に、アミン類（Ｂ）を添加し、イソシアネート基を有するポリ
エステルプレポリマー（Ａ）との反応を行わせる。
　この反応は、分子鎖の架橋及び／又は伸長を伴う。反応時間は、ポリエステルプレポリ
マー（Ａ）の有するイソシアネート基構造とアミン類（Ｂ）との反応性により選択される
が、通常１０分～４０時間、好ましくは２～２４時間である。反応温度は、通常、０～１
５０℃、好ましくは４０～９８℃である。また、必要に応じて公知の触媒を使用すること
ができる。具体的にはジブチルチンラウレート、ジオクチルチンラウレートなどが挙げら
れる。
【００６９】
（４）反応終了後、乳化分散体（反応物）から有機溶媒を除去し、洗浄、乾燥してトナー
母体粒子を得る。
　有機溶媒を除去するためには、系全体を徐々に層流の攪拌状態で昇温し、一定の温度域
で強い攪拌を与えた後、脱溶媒を行うことで紡錘形のトナー母体粒子が作製できる。また
、分散安定剤としてリン酸カルシウム塩などの酸、アルカリに溶解可能な物を用いた場合
は、塩酸等の酸により、リン酸カルシウム塩を溶解した後、水洗するなどの方法によって
、トナー母体粒子からリン酸カルシウム塩を除去する。その他酵素による分解などの操作
によっても除去できる。
【００７０】
（５）上記で得られたトナー母体粒子に、荷電制御剤を打ち込み、ついで、シリカ微粒子
、酸化チタン微粒子等の無機微粒子を外添させ、トナーを得る。荷電制御剤の打ち込み、
及び無機微粒子の外添は、ミキサー等を用いた公知の方法によって行われる。
【００７１】
　これにより、小粒径であって、粒径分布のシャープなトナーを容易に得ることができる
。さらに、有機溶媒を除去する工程で強い攪拌を与えることで、真球状からラクビーボー
ル状の間の形状を制御することができ、さらに、表面のモフォロジーも滑らかなものから
梅干形状の間で制御することができる。
【００７２】
　またトナーの形状は略球形状であり、以下の形状規定によって表すことができる。図６
（ａ），（ｂ），（ｃ）はトナーの形状を模式的に示す図である。図６（ａ），（ｂ），
（ｃ）において、略球形状のトナーを長軸ｒ１、短軸ｒ２、厚さｒ３（但し、ｒ１≧ｒ２
≧ｒ３とする。）で規定するとき、トナーは、長軸と短軸との比（ｒ２／ｒ１）（図６（
ｂ）参照）が０．５～１．０で、厚さと短軸との比（ｒ３／ｒ２）（図６（ｃ）参照）が
０．７～１．０の範囲にあることが好ましい。長軸と短軸との比（ｒ２／ｒ１）が０．５
未満では、真球形状から離れるためにドット再現性及び転写効率が劣り、高品位な画質が
得られなくなる。また、厚さと短軸との比（ｒ３／ｒ２）が０．７未満では、扁平形状に
近くなり、球形トナーのような高転写率は得られなくなる。特に、厚さと短軸との比（ｒ
３／ｒ２）が１．０では、長軸を回転軸とする回転体となり、トナーの流動性を向上させ
ることができる。



(18) JP 2014-66767 A 2014.4.17

10

20

30

40

50

【００７３】
　なお、ｒ１、ｒ２、ｒ３は、走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）で、視野の角度を変えて写真
を撮り、観察しながら測定した。
【００７４】
　プリンタ１００に用いるトナーとしては、画質向上のために、高円形化、小粒径化がし
易い懸濁重合法、乳化重合法、分散重合法により製造された重合トナーを用いるのが好ま
しい。特に、円形度が０．９７以上、体積平均粒径５．５［μｍ］以下の重合トナーを用
いるのが好ましい。平均円形度が０．９７以上、体積平均粒径５．５［μｍ］のものを用
いることにより、より高解像度の画像を形成することができる。
【００７５】
　ここでいう「円形度」は、フロー式粒子像分析装置ＦＰＩＡ－２０００（東亜医用電子
株式会社製、商品名）により計測した平均円形度である。具体的には、容器中の予め不純
固形物を除去した水１００～１５０［ｍｌ］中に、分散剤として界面活性剤、好ましくは
アルキルベンゼンスルフォン酸塩を０．１～０．５［ｍｌ］加え、更に測定試料（トナー
）を０．１～０．５［ｇ］程度加える。その後、このトナーが分散した懸濁液を、超音波
分散器で約１～３分間分散処理し、分散液濃度が３０００～１［万個／μｌ］となるよう
にしたものを上述の分析装置にセットして、トナーの形状及び分布を測定する。そして、
この測定結果に基づき、図７（ａ）に示す実際のトナー投影形状の外周長をＣ１、その投
影面積をＳとし、この投影面積Ｓと同じ図７（ｂ）に示す真円の外周長をＣ２としたとき
のＣ２／Ｃ１を求め、その平均値を円形度とした。
【００７６】
　体積平均粒径については、コールターカウンター法によって求めることが可能である。
具体的には、コールターマルチサイザー２ｅ型（コールター社製）によって測定したトナ
ーの個数分布や体積分布のデータを、インターフェイス（日科機社製）を介してパーソナ
ルコンピューターに送って解析するのである。より詳しくは、１級塩化ナトリウムを用い
た１％ＮａＣｌ水溶液を電解液として用意する。そして、この電解水溶液１００～１５０
［ｍｌ］中に分散剤として界面活性剤、好ましくはアルキルベンゼンスルフォン酸塩を０
．１～５［ｍｌ］加える。更に、これに被検試料としてのトナーを２～２０［ｍｇ］加え
、超音波分散器で約１～３［分間］分散処理する。そして、別のビーカーに電解水溶液１
００～２００［ｍｌ］を入れ、その中に分散処理後の溶液を所定濃度になるように加えて
、上記コールターマルチサイザー２ｅ型にかける。アパーチャーとしては、１００［μｍ
］のものを用い、５０，０００個のトナー粒子の粒径を測定する。チャンネルとしては、
２．００～２．５２［μｍ］未満；２．５２～３．１７［μｍ］未満；３．１７～４．０
０［μｍ］未満；４．００～５．０４［μｍ］未満；５．０４～６．３５［μｍ］未満；
６．３５～８．００［μｍ］未満；８．００～１０．０８［μｍ］未満；１０．０８～１
２．７０［μｍ］未満；１２．７０～１６．００［μｍ］未満；１６．００～２０．２０
［μｍ］未満；２０．２０～２５．４０［μｍ］未満；２５．４０～３２．００［μｍ］
未満；３２．００～４０．３０［μｍ］未満の１３チャンネルを使用し、粒径２．００［
μｍ］以上３２．０［μｍ］以下のトナー粒子を対象とする。そして、「体積平均粒径＝
ΣＸｆＶ／ΣｆＶ」という関係式に基づいて、体積平均粒径を算出する。但し、「Ｘ」は
各チャンネルにおける代表径、「Ｖ」は各チャンネルの代表径における相当体積、「ｆ」
は各チャンネルにおける粒子個数である。
【００７７】
　このような重合トナーにおいては、従来の粉砕トナーを感光体１０表面から除去すると
きと同じようにしてクリーニングブレード６２で除去しようとしても、その重合トナーを
感光体表面から十分に除去しきれず、クリーニング不良が発生する。そこで、クリーニン
グブレード６２の感光体１０への当接圧を高めて、クリーニング性をアップしようとする
と、クリーニングブレード６２が早期に摩耗してしまうという問題があった。また、クリ
ーニングブレード６２と感光体１０との摩擦力が高まって、クリーニングブレード６２の
感光体１０と当接している先端稜線部６２ｃが感光体１０の移動方向に引っ張られて、先
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端稜線部６２ｃがめくれてしまう。クリーニングブレード６２の先端稜線部がめくれると
、異音や振動、先端稜線部の欠落などの様々な問題が生じてしまう。
【００７８】
　また、本実施形態においては、上述したように、表面に周方向に沿って延びる凹凸４１
ｃが形成された帯電ローラ４１を用いている。帯電ローラ４１の周方向に沿った凹凸があ
ると、その凹凸と感光体１０の接触のむらによって感光体１０は均一には摩耗せずに、細
かい凹凸を形成すると考えられる。これに起因して、クリーニングブレード１０－感光体
１０間の摩擦力が大きくなってしまい、先端稜線部６２ｃの挙動が安定せず、先端稜線部
６２ｃがめくれやすく、異常磨耗や異音が発生しやすい。
【００７９】
　次に、本実施形態の特徴点であるクリーニングブレード６２について説明する。
　図８は、本実施形態のクリーニングブレード６２の斜視図であり、図９は、クリーニン
グブレード６２の拡大断面図である。図９（ａ）は、クリーニングブレード６２が感光体
１０の表面に当接している状態の説明図であり、図９（ｂ）は、クリーニングブレード６
２の先端稜線部６２ｃ近傍の拡大説明図である。
　クリーニングブレード６２は、金属や硬質プラスチックなどの剛性材料からなる短冊形
状のホルダー６２１と、短冊形状の弾性体ブレード６２２とで構成されている。弾性体ブ
レード６２２は、ホルダー６２１の一端側に接着剤などにより固定されており、ホルダー
６２１の他端側は、クリーニング装置３０のケースに片持ち支持されている。
【００８０】
　本実施形態のクリーニングブレード６２は、エッジ層６２２ａ、バックアップ層６２２
ｂが積層された積層型の弾性ブレード６２２の先端稜線部に、アクリルまたは／及びメタ
クリル系架橋樹脂が含浸された含浸部６２ｄが形成されている。さらに、ブレード先端面
６２ａとブレード下面６２ｂには、ブレード長手方向にわたって弾性ブレードよりも硬度
が高いアクリル又は／及びメタクリル樹脂からなる樹脂表面層６２３が形成されている。
【００８１】
　弾性ブレード６２２の先端稜線部に、アクリルまたは／及びメタクリル系架橋樹脂を含
浸し、かつ先端稜線部６２ｃの弾性ブレード表面に弾性ブレードよりも硬度が高いアクリ
ルまたは／及びメタクリル系架橋樹脂表面層を設けることで、例えば以下のような効果が
ある。
・トナー除去性能が大幅に向上する
・クリーニングブレード６２の摩耗が低減され、長期に渡ってクリーニング性能が維持で
きる。
・クリーニングブレード６２と感光体間の摩擦係数が低減される。
・感光体摩耗量が低減され、感光体寿命、及び画像形成装置の長寿命化が図れる。
・クリーニングブレード６２が、トナーの添加剤等を感光体表面へ擦りつけないため、白
抜け状の異常画像の発生がない。
【００８２】
　図１０は、ホルダー６２１と弾性ブレード６２２を示す概略構成図である。
　図１０に示すように弾性ブレード６２２は、エッジ層６２２ａとバックアップ層６２２
ｂの二層から構成される積層ブレードとなっている。エッジ層６２２ａは感光体１０と直
接接触する先端稜線部を形成する層である。エッジ層６２２ａは、バックアップ層６２２
ｂに比べて強度が高いウレタンゴム材料を使用している。エッジ層６２２ａの１００％モ
ジュラス値がバックアップ層６２２ｂに比べて大きい組合せとなっている。エッジ層６２
２ａとバックアップ層６２２ｂの組合せの一例としては、エッジ層６２２ａとして、１０
０％モジュラス（２３℃）が６～７［Ｍｐａ］のウレタンゴム材料を用い、バックアップ
層６２２ｂとして、４～５［Ｍｐａ］のウレタンゴム材料を用いた。また、ゴム硬度では
、エッジ層６２２ａに８０度（ＪＩＳＡ）のウレタンゴムを用い、バックアップ層６２２
ｂにゴム硬度７５度（ＪＩＳＡ）のウレタンゴムを用いた。エッジ層６２２ａの厚さは０
．５ｍｍ、バックアップ層６２２ｂの厚さは１．３ｍｍとしている。
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【００８３】
　図１１（ａ）は、従来から用いられてきた弾性ブレードのみのクリーニングブレードの
一例を示す図であり、（ｂ）は、先端稜線部の拡大図である。
　図１１に示すクリーニングブレードは、１００％モジュラス値が２．５［ＭＰａ］、硬
度７２度程度の比較的中硬度の弾性ブレードからなるクリーニングブレードである。
　このような従来の単層クリーニングブレードでは、図示するように、先端稜線部６２ｃ
の強度が低いため、図１１（ｂ）に示すように、感光体１０を回転駆動させたときの先端
稜線部の変形が大きく、スティックスリップ量が大きくなり、ニップ（感光体とクリーニ
ングブレードとの当接部）の挙動が不安定となる。その為、クリーニング性が低下し易く
、またトナー添加剤などを感光体表面に擦りつけてしまい、白抜け状の異常画像が発生す
る。特に、感光体１０表面に潤滑剤を塗布する潤滑剤塗布装置を持たない画像形成装置の
中で用いる場合には、異常画像が大きな課題となる場合がある。また、先端稜線部振動が
大きく、感光体膜削れ量、ブレード摩耗量が増加するという課題がある。
【００８４】
　図１２（ａ）は、単層の弾性ブレード６２２に、アクリル及びメタクリル系を含浸させ
た含浸部６２ｄと、アクリルまたは／及びメタクリル樹脂からなる表面層６２３をもうけ
たクリーニングブレードの一例を示す図であり、（ｂ）は、先端稜線部の拡大図である。
　図１２（ｂ）に、示すように、含浸部６２ｄと、表面層６２３の効果により、先端稜線
部６２ｃの強度が、図１１に示した弾性ブレードのみのクリーニングブレードに比べて強
度が高くなり、先端稜線部６２ｃ変形を小さくすることができる。これにより、スティッ
クスリップ量は小さくなる。その為、ニップ挙動が図１１に示したクリーニングブレード
に比べて安定し、クリーニング性が向上し、トナー添加剤などを感光体表面に擦りつけに
くくなり、白抜け状の異常画像が発生し難くすることができる。また、振動が小さくなる
ため、感光体膜削れ量、ブレード摩耗量が減少するという効果もある。しかしながら、感
光体１０表面に潤滑剤を塗布する潤滑剤塗布装置を持たない画像形成装置の中で用いる場
合には、白抜け状の異常画像が発生する場合があり、十分とは言えない場合があった。
【００８５】
　図１３は、高強度材料をエッジ層６２２ａとバックアップ層６２２ｂとを有する積層型
の弾性ブレード６２２にアクリル及びメタクリル系樹脂を含浸させた含浸部６２ｄと、ア
クリルまたは／及びメタクリル樹脂からなる表面層６２３をもうけた本実施形態のクリー
ニングブレードを示す図であり、（ｂ）は、先端稜線部の拡大図である。
　本実施形態のクリーニングブレードにおいては、含浸部６２ｄと、表面層６２３との効
果に加え、高強度材料からなるエッジ層６２２ａの効果により、図１２に示すクリーニン
グブレードよりもさらに先端稜線部６２ｃの強度が高くすることができる。これにより、
図１３（ｂ）に示すように、先端稜線部６２ｃの変形、振動を更に小さくすることができ
、ニップ挙動を非常に安定化することができる。その為、非常に良好なクリーニング性が
得られ、また白抜け状の異常画像は全く発生しない。さらに、潤滑剤塗布装置をもたない
画像形成装置の中で用いた場合にも、白抜け状の異常画像が発生することがない。また、
振動が最小化されるため、感光体膜削れ量、ブレード摩耗量が最小化される。
【００８６】
　一方、上記エッジ層で用いた高強度材料からなる単層の弾性ブレード６２２にアクリル
、及びメタクリル系の樹脂を含浸させた含浸部６２ｄと、アクリルまたは／及びメタクリ
ル樹脂からなる表面層６２３をもうけた構成とした場合は、弾性ブレード６２２が剛直に
なりすぎ、感光体１０の偏心や感光体１０の表面の微小なうねりなどに追随できず、感光
体との当接圧が低下し、クリーニング性能の低下が発生する場合がある。また、長期使用
によるヘタリの影響でも当接圧が、強度の低い弾性ブレードを用いた場合に比べて低下し
やすく、経時にわたり良好なクリーニング性が得られない。よって、弾性ブレードとして
、高強度材料からなるエッジ層と、低強度材料からなるバックアップ層とからなる弾性ブ
レードを用いることで、適度な弾性を持たせることができ、感光体１０の偏心や感光体１
０の表面の微小なうねりなどに追随できず、感光体との当接圧が低下し、クリーニング性
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能の低下を抑制することができる。また、長期使用によるヘタリも、低強度材料からなる
バックアップ層の弾性により、当接圧低下を防止することができるため、長期にわたって
良好なクリーニング性能を得ることができる。
【００８７】
　特に、本実施形態のように、表面に周方向に沿って延びる凹凸４１ｃが形成された帯電
ローラ４１を用い、感光体１０に細かい凹凸を形成され、これに起因して、クリーニング
ブレード６２－感光体１０間の摩擦力が大きくなってしまう構成において、図１３に示す
構成とすることで、先端稜線部６２ｃのめくれを良好に抑制でき、異常磨耗や異音の発生
を良好に抑制することができる。
【００８８】
　次に、積層構造をもつ弾性ブレード６２２へのアクリル及びメタクリル系樹脂の含浸処
理および表面層６２３について説明する。
　弾性ブレード６２２の先端稜線部６２ｃへの含浸処理は、ハケ塗り、スプレー塗工、デ
ィップ塗工などによって、アクリルまたは／及びメタクリル系モノマーを含浸させ、架橋
させることが可能である。アクリルまたは／及びメタクリル系モノマーは、熱、光、電子
線などのエネルギーを加えることにより、架橋反応を行なう。
【００８９】
　使用するアクリル及びメタクリル系モノマーとしては、例えば、トリメチロールプロパ
ントリアクリレート（ＴＭＰＴＡ）、トリメチロールプロパントリメタクリレート、ＨＰ
Ａ変性トリメチロールプロパントリアクリレート、ＥＯ変性トリメチロールプロパントリ
アクリレート、ＰＯ変性トリメチロールプロパントリアクリレート、カプロラクトン変性
トリメチロールプロパントリアクリレート、ＨＰＡ変性トリメチロールプロパントリメタ
クリレート、ペンタエリスリトールトリアクリレート、ペンタエリスリトールテトラアク
リレート（ＰＥＴＴＡ）、グリセロールトリアクリレート、ＥＣＨ変性グリセロールトリ
アクリレート、ＥＯ変性グリセロールトリアクリレート、ＰＯ変性グリセロールトリアク
リレート、トリス（アクリロキシエチル）イソシアヌレート、ジペンタエリスリトールヘ
キサアクリレート（ＤＰＨＡ）、カプロラクトン変性ジペンタエリスリトールヘキサアク
リレート、ジペンタエリスリトールヒドロキシペンタアクリレート、アルキル変性ジペン
タエリスリトールペンタアクリレート、アルキル変性ジペンタエリスリトールテトラアク
リレート、アルキル変性ジペンタエリスリトールトリアクリレート、ジメチロールプロパ
ンテトラアクリレート（ＤＴＭＰＴＡ）、ペンタエリスリトールエトキシテトラアクリレ
ート、ＥＯ変性リン酸トリアクリレート、２，２，５，５，－テトラヒドロキシメチルシ
クロペンタノンテトラアクリレートなどが挙げられ、これらは単独又は２種類以上を併用
しても差し支えない。
【００９０】
　表面層６２３は、弾性ブレード６２２にアクリルまたは／及びメタクリル系モノマー架
橋樹脂を含浸させて所定時間風乾させた後に、スプレー塗工、ディップ塗工、あるいはス
クリーン印刷等によって、クリーニングブレード６２の先端稜線部６２ｃを被覆する。表
面層６２３としては、鉛筆硬度７Ｈ以上の材料を被覆するのが好ましい。また、表面層６
２３は、弾性ブレード６２２よりも硬度が高い部材とすることで、剛直なため、変形し難
く、クリーニングブレード６２の先端稜線部６２ｃのめくれを抑制することができる。
【００９１】
　ここでいう硬度は、例えばＦｉｓｃｈｅｒ社の微小硬度計Ｈ－１００などを用いて測定
するマルテンス硬度を用いることができる。本実施形態では、弾性ブレード６２２が１［
Ｎ／ｍｍ２］程度であるのに対し、表面層６２３に用いる鉛筆硬度７～９Ｈの材料をガラ
ス基板上で硬化して測定したところ、１００～３００［Ｎ／ｍｍ２］となり、１００倍以
上の硬さとなった。
【００９２】
　架橋樹脂を含浸させた後、または、表面層６２３による被覆を行った後に、加熱及び光
を照射することで、図９に示す含浸部分６２ｄを形成し、先端稜線部６２ｃの硬度上昇を
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図る改質効果を生じさせることができる。改質効果を生じさせることができる理由として
、まず考えられるのは、ゴム内部に架橋樹脂モノマーが架橋反応を起こし、３次元架橋形
状を形成することで、ゴム自体の架橋密度が擬似的に増加し、耐摩耗性が向上している可
能性である。またこれらの樹脂を設けることにより、さらに表面に設けられる表面層の密
着性、接着性が向上し、耐久性が大きくなるものと考えられる。
【００９３】
　本実施形態のクリーニングブレード６２では、弾性ブレード６２２に対してディップ塗
工により架橋樹脂を含浸させ、さらに表面層６２３を形成する架橋樹脂をスプレー塗工し
た後、紫外線照射により樹脂を硬化させている。
【００９４】
　含浸させた架橋樹脂を硬化させるために熱及び光エネルギーを加えるタイミングとして
は、弾性ブレード６２２に架橋樹脂を含浸させた後、表面層６２３を被覆する前に、熱及
び光エネルギーを加えたほうがよい。弾性ブレード６２２の基材となるウレタンゴムに架
橋樹脂を含浸させた後、一度、熱及び光エネルギー照射により、架橋樹脂の含浸状態を固
定し、後から表面層６２３を形成させる架橋樹脂液を塗布しても、含浸状態が変化しない
ため、所望の含浸状態の弾性ブレード６２２を作成できる。
【００９５】
　本実施形態のクリーニングブレード６２は、図９（ｂ）中の矢印で示すように、含浸部
分６２ｄにおける弾性ブレード６２２の内部ほどウレタンゴムに対して架橋樹脂の含有量
が少なくなるような傾斜性が生じるように含浸させている。具体的には、短時間の含浸操
作や含浸し難い条件で含浸操作を行うことで、含浸する架橋樹脂の量を少なくして、含浸
させた部分の弾性ブレード６２２の外側は含浸量を多く、内側に向かうほど含浸量が少な
くなるように含浸操作を行う。本実施形態では、含浸操作としては、ディッピング方式で
行い、含浸時間を３０［秒］とした。
【００９６】
　含浸操作を長時間行うなど、基材（弾性ブレード６２２のウレタンゴム）の内部まで充
分に含浸素材（架橋樹脂）が浸透する条件で実施すれば、一種の平衡状態となり、全体は
均一組成となって傾斜性をもたない状態も作り出すことは可能である。しかし、本実施形
態では、含浸操作で架橋樹脂の含浸する量を抑制することで、弾性ブレード６２２のウレ
タンゴムに対する架橋樹脂の含有量に傾斜性を持たせている。
【００９７】
　本実施形態のクリーニングブレード６２では、弾性ブレード６２２よりも硬い表面層６
２３を設け、先端稜線部６２ｃと感光体１０表面との摩擦係数の低減を図ることができる
。
【００９８】
　本実施形態のクリーニングブレード６２は、硬度の高い表面層６２３の内側の弾性ブレ
ード６２２の基材に対して架橋樹脂が傾斜性を持つように存在する。これにより、基材と
なる弾性ゴム（ウレタンゴム）の機械強度や剛性が適度に強化され、感光体表面との摺動
においてブレード先端部の挙動を適度に抑えることで良好なクリーニングを行うことがで
き、異常摩耗や異音の発生を抑えることで、高い耐摩耗性を発揮させることが可能となる
。
【００９９】
　また、弾性ブレード６２２の基材に硬度の高い表面層６２３のみを設けると、高硬度層
と基材層との境目で硬度が急激に変化して応力が集中し、弾性ブレード６２２が破損する
おそれがある。これに対して、弾性ブレード６２２の基材に含有量に傾斜性を生じさせる
ことで、高硬度層と基材層との境目で硬度が急激に変化することを抑制し、応力集中に起
因して弾性ブレード６２２が破損することを防止できる。
【０１００】
　特許文献２には、表面層６２３のみを設ける構成、または、弾性ブレード６２２の基材
に樹脂材料を含浸させるのみの構成が記載されている。表面層のみを設ける構成であると



(23) JP 2014-66767 A 2014.4.17

10

20

30

40

50

、次のような不具合が生じる。すなわち、表面層６２３を設けて摩擦係数を低減させても
、経時で表面層６２３は摩耗し減少する。このとき、長期使用に耐え得るように、表面層
６２３を厚くすると、弾性ブレード６２２の先端稜線部６２ｃにおける弾性変形を阻害し
て、クリーニング不良となるおそれがある。一方、弾性ブレード６２２の先端稜線部６２
ｃにおける弾性変形を阻害しないように、表面層６２３を薄くすると、短時間で基材が露
出する程度に表面層６２３が摩耗する。硬度の低い基材が露出して感光体１０の表面に直
接接触すると、クリーニングブレード６２と感光体表面との摩擦係数が大きくなり、異常
摩耗や異音が発生する。また、樹脂材料を含浸させるのみの構成であると、使用開始当初
のクリーニングブレード６２の感光体１０と当接する部分の硬度が表面層６２３を設ける
ものほどの硬度を得ることが出来ず、耐磨耗性が不十分となる。また、特許文献２に記載
のクリーニングブレード６２は、使用する樹脂が鉛筆硬度Ｂ～６Ｈのものであり、これを
表面層６２３として用いても鉛筆硬度が十分ではなく、耐久性に劣る。この耐久性を補う
ために、表面層６２３を厚膜にすると、エッジ（先端稜線部）の姿勢制御が損なわれ、耐
久性が低下する。
【０１０１】
　また、特許文献３には、弾性ブレード６２２にシリコーン含有架橋樹脂が傾斜性をもっ
て含浸され、弾性ブレード６２２の表面が同樹脂で覆われた構成が記載されている。特許
文献３に記載のクリーニングブレード６２は、含浸させる架橋樹脂で弾性ブレード６２２
の表面を覆っているため、含浸させるものとは、別に、表面層６２３を設ける本実施形態
のクリーニングブレード６２とは異なる。また、シリコーン含有架橋樹脂は、本実施形態
の表面層６２３に用いる樹脂（アクリルまたは／及びメタクリル系モノマー架橋樹脂）に
比べ、耐久性に劣る。さらに、特許文献３に記載の含浸操作のように、含浸を１２時間も
行うと、架橋樹脂の含浸量が過剰となり、基材ゴムが膨潤しすぎてゴムの網目構造が破壊
され、機械強度が低下し、耐久性が低下する。
【０１０２】
　一方、本実施形態のクリーニングブレード６２は、表面を鉛筆硬度７Ｈ以上の架橋樹脂
からなる表面層６２３で覆い、さらに、弾性ブレード６２２の内部に架橋樹脂が傾斜性を
もちつつ含浸している。弾性ブレード６２２に架橋樹脂を含有させて硬度上昇させている
ため、表面層６２３の厚みを薄くしても経時の耐久性を確保することができる。表面層６
２３についての非常に薄い膜厚と、高い鉛筆硬度により、先端稜線部６２ｃの姿勢制御と
耐久性付与とを同時に発現することが可能と成る高耐久化を図ることができる。また、弾
性ブレード６２２に含有させる架橋樹脂の含浸量を抑制することで、基材ゴムの膨潤によ
るゴム機械強度低下と、高硬度な樹脂材料の浸潤による網目構造強化との両立を図ること
ができる。
【０１０３】
　上記に加えて、本実施形態においては、弾性ブレード６２２として、バックアップ層６
２２ｂと、先端稜線部６２ｃを構成するバックアップ層６２２ｂよりも１００％モジュラ
ス値が高いエッジ層６２２ａとの二層から構成される積層ブレードを用いることで、さら
に、先端稜線部を最適な強度にすることができ、エッジ（先端稜線部）の姿勢制御をさら
に良好に行うことができる。
【０１０４】
　上述したように、本実施形態においては、弾性ブレード６２２の先端稜線部６２ｃを含
浸処理により硬度上昇させているため、弾性ブレード６２２の先端稜線部６２ｃが変形し
難くなっている。特に、本実施形態においては、弾性ブレード６２２を２層構造にして、
先端稜線部６２ｃを構成するエッジ層６２２ａの強度を高めているため、より変形し難く
なっている。
【０１０５】
　このため、弾性ブレード６２２のブレード下面６２ｂ（エッジ層６２２ａ）の全面に弾
性ブレード６２２よりも硬度が高い表面層６２３を形成すると、ブレード下面６２ｂに形
成した表面層６２３が、弾性ブレード６２２の先端稜線部６２ｃの感光体表面への弾性変
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形を阻害してしまい、先端稜線部６２ｃにおいて感光体表面への当接圧を高める向きに働
く弾性変形に対する復元力がほとんど得られなくなってしまう。その結果、先端稜線部６
２ｃが感光体１０の偏心や微小なうねりに対して追随できなくなってしまう。従って、感
光体１０に対する当接圧が変動してしまい、連続的なベタ画像形成時等、先端稜線部６２
ｃに堰きとめたトナーから大きな押圧力を受けるなどの厳しい条件において、当接圧が低
下したときに、トナーがクリーニングブレード６２からすり抜けてクリーニング不良を生
じるおそれがある。
【０１０６】
　このような問題に対して、弾性ブレード６２２のブレード下面６２ｂに表面層６２３を
形成しないことも考えられる。しかし、ブレード下面６２ｂに表面層６２３を形成しなか
った場合は、弾性ブレード６２２の先端稜線部６２ｃが感光体１０の表面移動方向へ大き
く弾性変形して、先端稜線部６２ｃがめくれてしまい、めくれ摩耗が生じるおそれがある
。
　そこで、本実施形態においては、ブレード先端面６２ａおよびブレード下面６２ｂの両
方に、先端稜線部６２ｃから５０［μｍ］の位置において膜厚が１［μｍ］以下となるよ
うに表面層６２３を形成した。これにより、ブレード先端面６２ａにのみ表面層６２３を
形成したものに比べて、先端稜線部６２ｃの感光体１０の表面移動方向への弾性変形を抑
制することができる。また、先端稜線部６２ｃから５０［μｍ］の位置において膜厚が１
［μｍ］以下となるように表面層６２３を形成することで、感光体１０に偏心などがあっ
た場合でも、弾性ブレード６２２の先端稜線部６２ｃの弾性変形に対する復元力により、
先端稜線部６２ｃを感光体１０の表面に対して追随させることができ、良好なクリーニン
グ性を維持することができる。
【０１０７】
　また、表面層６２３の材料は、前記含浸材料と同種のアクリルまたは／及びメタクリル
系モノマーを塗工し、熱、光、電子線などのエネルギーを加えることにより、架橋表面層
を設ける。
　光架橋樹脂としては、官能基当量分子量３５０以下、官能基数３～６のペンタエリスリ
トール・トリアクリレートを主要骨格とするモノマーを用いることが好ましい。官能基当
量分子量が３５０を越えるか、またはペンタエリスリトール・トリアクリレート骨格以外
の材料を用いると、表面層６２３は脆弱になり過ぎるおそれがある。表面層６２３が脆弱
になると、クリーニングブレード６２の先端稜線部６２ｃがめくれて図９（ｂ）のような
先端面摩耗を生じてしまい、長期に渡るクリーニング性を保持できなくなる。
【０１０８】
　また、表面層６２３の材料として、上記ペンタエリスリトール・トリアクリレート骨格
材料の他、官能基当量分子量１００～１０００、官能基数１乃至２のアクリレート材料を
適宜混合することが好ましい。これにより表面層６２３に可撓性を付与することが可能で
あり、クリーニングブレード６２を搭載するマシンの特性に合わせて表面層６２３の性質
をカスタマイズすることが可能となる。よって、特定環境での異音が発生した時などにブ
レード挙動を微調整するなど、環境特性等を向上させることも可能となる。
【０１０９】
　次に、含浸処理・表面層６２３の形成処理に用いる材料の具体的一例について、説明す
る。
　含浸処理や表面層６２３の形成処理に用いる具体的な硬化材料例としては、以下の硬化
材料１～７を挙げることができる。
【０１１０】
＜硬化材料１＞
モノマー　：ダイセル・サイテック社　ＰＥＴＩＡ　１０部
重合開始剤　　　：チバスペシャリティーケミカルズ社　イルガキュア１８４　１部
溶媒　　　　　　：２－ブタノン　８９部
架橋方法　：　光架橋（メタルハライドランプ）
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照射強度　：　５００ｍＷ／ｃｍ２（３６５ｎｍ）
照射時間　：　６０秒の条件で光照射
【０１１１】
＜硬化材料２＞
　モノマー１：ダイセル・サイテック社　ＰＥＴＩＡ　９部
　モノマー２：ダイセル・サイテック社　ＨＤＤＡ　１部
　重合開始剤　　　：チバスペシャリティーケミカルズ社　イルガキュア１８４　１部
　溶媒　　　　　　：２－ブタノン　８９部
架橋方法　：　光架橋（メタルハライドランプ）
照射強度　：　５００ｍＷ／ｃｍ２（３６５ｎｍ）
照射時間　：　６０秒の条件で光照射
【０１１２】
＜硬化材料３＞
　モノマー１：ダイセル・サイテック社　ＰＥＴＩＡ　７部
　モノマー２：ダイセル・サイテック社　ＯＤＡ－Ｎ　３部
　重合開始剤　　　：チバスペシャリティーケミカルズ社　イルガキュア１８４　１部
　溶媒　　　　　　：２－ブタノン　８９部
架橋方法　：　光架橋（メタルハライドランプ）
照射強度　：　５００ｍＷ／ｃｍ２（３６５ｎｍ）
照射時間　：　６０秒の条件で光照射
【０１１３】
＜硬化材料４＞
　モノマー１：ダイセル・サイテック社　ＰＥＴＩＡ　２部
　モノマー２：根上工業　ＵＮ－２７００　８部
　重合開始剤　　　：チバスペシャリティーケミカルズ社　イルガキュア１８４　１部
　溶媒　　　　　　：２－ブタノン　８９部　
架橋方法　：　光架橋（メタルハライドランプ）
照射強度　：　５００ｍＷ／ｃｍ２（３６５ｎｍ）
照射時間　：　６０秒の条件で光照射
【０１１４】
＜硬化材料５＞
　モノマー１：ダイセル・サイテック社　ＤＰＨＡ　１０部
　重合開始剤：チバスペシャリティーケミカルズ社　イルガキュア１８４　１部
　溶媒：２－ブタノン　８９部
架橋方法　：　光架橋（メタルハライドランプ）
照射強度　：　５００ｍＷ／ｃｍ２（３６５ｎｍ）
照射時間　：　６０秒の条件で光照射
【０１１５】
＜硬化材料６＞
　モノマー：日本化薬　ＤＰＣＡ－１２０　１０部
　重合開始剤：チバスペシャリティーケミカルズ社　イルガキュア１８４　１部
　溶媒：２－ブタノン　８９部
架橋方法　：　光架橋（メタルハライドランプ）
照射強度　：　５００ｍＷ／ｃｍ２（３６５ｎｍ）
照射時間　：　６０秒の条件で光照射
【０１１６】
＜硬化材料７＞
　モノマー１：住化バイエルン社製スミジュールＨＴ＜ＨＤＩアダクト＞　８部
モノマー２：関東化学社製　下記構造のポリオール　２部
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【化１】

　溶媒：２－ブタノン　９０部　
　架橋方法　：　熱架橋
　架橋温度　：　１３０度
　架橋時間　：　２０分
【０１１７】
　積層ブレードを含浸材料として上記硬化材料１～７のいずれかに所定時間（３０［秒］
）浸漬したのち、３分間風乾する。さらにスプレー塗工法により上記硬化材料のからなる
表面層６２３を形成した。具体的には、適宜含浸処理を行った各々のウレタンゴムからな
る弾性ブレードに対し、まずスプレー塗工によりブレード先端面から１０［ｍｍ／ｓ］の
スプレーガン移動速度にて膜厚１μｍになるように先端面全面に重ね塗りを行った。３分
間指触乾燥後、ブレード下面にスプレー塗工により塗工した。その後さらに３分間指触乾
燥を行い、上記条件で光照射・熱硬化を行うことで、含浸部６２ｄ、表面層６２３を備え
たクリーニングブレード６２を得ることができる。
【０１１８】
　次に、感光体１０について、説明する。
　感光体１０は、導電性支持体上に少なくとも感光層と表面層を有し、表面層は、樹脂中
に無機微粒子が分散されている。
【０１１９】
　まず、本実施形態の感光体１０におけるの層構造について説明する。
　図１４（ａ）は導電性支持体９１上に表面近傍に無機微粒子を含有した感光層９２を設
けた感光体１０の断面を示す例である。図１４（ｂ）は導電性支持体９１上に感光層９２
及び無機微粒子を含有した表面層９３を設けた感光体１０の断面を示す例である。また図
１４（ｃ）は導電性支持体９１上に電荷発生層９２１、電荷輸送層９２２を積層した感光
層９２及び無機微粒子を含有した表面層９３を設けた感光体１０の断面を示す例である。
図１４（ｄ）は導電性支持体９１上に下引き層９４を設け、電荷発生層９２１、電荷輸送
層９２２を積層した感光層９２及び無機微粒子を含有した表面層９３を設けた感光体１０
の断面を示す例である。
【０１２０】
　本実施形態の感光体１０は、導電性支持体９１上に少なくとも、感光層９２と表面層９
３を有する構成のものが好ましく、その他の層等が任意に組み合わされていても構わない
。
【０１２１】
　感光体１０の表面層９３に微粒子を含有することで、感光体表面の耐摩耗性が向上する
。特に、本実施形態においては、表面に周方向に沿って延びる凹凸４１ｃが形成された帯
電ローラ４１を用いており、帯電ローラ４１の周方向に沿った凹凸により感光体１０は均
一には摩耗せずに、細かい凹凸を形成されるおそれがある。感光体１０の表面層９３に微
粒子を含有して、感光体表面の耐摩耗性を向上させることで、感光体表面に上記のような
細かい凹凸が形成されるのを抑制することができる。これにより、クリーニングブレード
６２－感光体１０間の摩擦力が大きくなるのを良好に抑制でき、先端稜線部６２ｃがめく
れを抑制することができ、異常磨耗や異音の発生を抑制することができる。
【０１２２】
　また、表面層９３に微粒子を含有することで、感光体表面に微粒子の有無による微細な
凹凸が生じる。微細な凹凸があると、クリーニングブレードと感光体表面の間に隙間が出
来るため、トナー添加剤はクリーニングブレードと感光体表面に挟まれにくくなり、感光
体表面にこすり付けられにくくなる。その結果、感光体表面へのトナー添加剤の擦り付け
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による白抜け状の異常画像を防止することができる。一方、微粒子がない感光体表面は平
滑であるため、クリーニングブレードと感光体表面の間には隙間がなくなり、トナー添加
剤がブレードと感光体の間で挟まれ、感光体表面にこすり付けられやすい。
【０１２３】
　導電性支持体９１としては、体積抵抗１０１０Ω・ｃｍ以下の導電性を示すもの、例え
ば、アルミニウム、ニッケル、クロム、ニクロム、銅、金、銀、白金などの金属、酸化ス
ズ、酸化インジウムなどの金属酸化物を、蒸着またはスパッタリングにより、フィルム状
もしくは円筒状のプラスチック、紙に被覆したもの、あるいは、アルミニウム、アルミニ
ウム合金、ニッケル、ステンレスなどの板およびそれらを、押し出し、引き抜きなどの工
法で素管化後、切削、超仕上げ、研摩などの表面処理した管などを使用することができる
。
【０１２４】
　また、特許文献４に開示されたエンドレスニッケルベルト、エンドレスステンレスベル
トも導電性支持体９１として用いることができる。この他、支持体上に導電性粉体を適当
な結着樹脂に分散して塗工して導電性層を形成したものも、導電性支持体９１として用い
ることができる。導電性粉体としては、カーボンブラック、アセチレンブラック、またア
ルミニウム、ニッケル、鉄、ニクロム、銅、亜鉛、銀などの金属粉、あるいは導電性酸化
スズ、ＩＴＯなどの金属酸化物粉体などがあげられる。また、同時に用いられる結着樹脂
には、ポリスチレン、スチレン－アクリロニトリル共重合体、スチレン－ブタジエン共重
合体、スチレン－無水マレイン酸共重合体、ポリエステル、ポリ塩化ビニル、塩化ビニル
－酢酸ビニル共重合体、ポリ酢酸ビニル、ポリ塩化ビニリデン、ポリアリレート樹脂、フ
ェノキシ樹脂、ポリカーボネート、酢酸セルロース樹脂、エチルセルロース樹脂、ポリビ
ニルブチラール、ポリビニルホルマール、ポリビニルトルエン、ポリ－Ｎ－ビニルカルバ
ゾール、アクリル樹脂、シリコーン樹脂、エポキシ樹脂、メラミン樹脂、ウレタン樹脂、
フェノール樹脂、アルキッド樹脂などの熱可塑性、熱硬化性樹脂または光硬化性樹脂があ
げられる。
【０１２５】
　このような導電性層は、これらの導電性粉体と結着樹脂を適当な溶剤、例えば、テトラ
ヒドロフラン、ジクロロメタン、メチルエチルケトン、トルエンなどに分散して塗布する
ことにより設けることができる。さらに、適当な円筒基体上にポリ塩化ビニル、ポリプロ
ピレン、ポリエステル、ポリスチレン、ポリ塩化ビニリデン、ポリエチレン、塩化ゴム、
テフロン（登録商標）などの素材に前記導電性粉体を含有させた熱収縮チューブによって
導電性層を設けてなるものも、導電性支持体９１として良好に用いることができる。
【０１２６】
　次に、感光層９２について説明する。
　感光層９２は、図１４（ａ），図１４（ｂ）に示すような単層でも、図１４（ｃ），図
１４（ｄ）に示すような積層でもよいが、説明の都合上、先ず電荷発生層９２１と電荷輸
送層９２２とで構成される図１４（ｃ），図１４（ｄ）に示す構成例の感光体から述べる
。
【０１２７】
　電荷発生層９２１は、電荷発生物質を主成分とする層である。電荷発生層９２１には、
公知の電荷発生物質を用いることが可能であり、その代表として、モノアゾ顔料、ジスア
ゾ顔料、トリスアゾ顔料、ペリレン系顔料、ペリノン系顔料、キナクリドン系顔料、キノ
ン系縮合多環化合物、スクアリック酸系染料、他のフタロシアニン系顔料、ナフタロシア
ニン系顔料、アズレニウム塩系染料等が挙げられ用いられる。これら電荷発生物質は単独
でも、２種以上混合してもかまわない。本実施形態では、特に、アゾ顔料および／または
フタロシアニン顔料が有効に用いられる。
　特に下記構造式（１）で表されるアゾ顔料、およびチタニルフタロシアニン（特にＣｕ
Ｋαの特性Ｘ線（波長１．５１４Å）に対するブラッグ角２θの回折ピーク（±０．２゜
）として、少なくとも２７．２゜に最大回折ピークを有するチタニルフタロシアニン）が
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有効に使用できる。
【０１２８】
　電荷発生層９２１は、必要に応じて結着樹脂とともに適当な溶剤中にボールミル、アト
ライター、サンドミル、超音波などを用いて分散し、これを導電性支持体９１上に塗布し
、乾燥することにより形成される。必要に応じて電荷発生層９２１に用いられる結着樹脂
としては、ポリアミド、ポリウレタン、エポキシ樹脂、ポリケトン、ポリカーボネート、
シリコン樹脂、アクリル樹脂、ポリビニルブチラール、ポリビニルホルマール、ポリビニ
ルケトン、ポリスチレン、ポリスルホン、ポリ－Ｎ－ビニルカルバゾール、ポリアクリル
アミド、ポリビニルベンザール、ポリエステル、フェノキシ樹脂、塩化ビニル－酢酸ビニ
ル共重合体、ポリ酢酸ビニル、ポリフェニレンオキシド、ポリアミド、ポリビニルピリジ
ン、セルロース系樹脂、カゼイン、ポリビニルアルコール、ポリビニルピロリドン等が挙
げられる。結着樹脂の量は、電荷発生物質１００重量部に対し０～５００重量部、好まし
くは１０～３００重量部が適当である。ここで用いられる溶剤としては、イソプロパノー
ル、アセトン、メチルエチルケトン、シクロヘキサノン、テトラヒドロフラン、ジオキサ
ン、エチルセルソルブ、酢酸エチル、酢酸メチル、ジクロロメタン、ジクロロエタン、モ
ノクロロベンゼン、シクロヘキサン、トルエン、キシレン、リグロイン等が挙げられるが
、特にケトン系溶媒、エステル系溶媒、エーテル系溶媒が良好に使用される。
【０１２９】
　電荷発生層９２１は、導電性支持体９１上に塗布されることで、形成される。塗工法と
しては、浸漬塗工法、スプレーコート、ビートコート、ノズルコート、スピナーコート、
リングコート等の方法を用いることができる。電荷発生層９２１の膜厚は、０．０１～５
μｍ程度が適当であり、好ましくは０．１～２μｍである。
【０１３０】
　電荷輸送層９２２は、電荷輸送物質および結着樹脂を適当な溶剤に溶解ないし分散し、
これを電荷発生層９２１上に塗布、乾燥することにより形成できる。また、必要により可
塑剤、レベリング剤、酸化防止剤等を添加することもできる。電荷輸送物質には、正孔輸
送物質と電子輸送物質とがある。
【０１３１】
　電子輸送物質としては、例えばクロルアニル、ブロムアニル、テトラシアノエチレン、
テトラシアノキノジメタン、２，４，７－トリニトロ－９－フルオレノン、２，４，５，
７－テトラニトロ－９－フルオレノン、２，４，５，７－テトラニトロキサントン、２，
４，８－トリニトロチオキサントン、２，６，８－トリニトロ－４Ｈ－インデノ〔１，２
－ｂ〕チオフェン－４－オン、１，３，７－トリニトロジベンゾチオフェン－５，５－ジ
オキサイド、ベンゾキノン誘導体等の電子受容性物質が挙げられる。
【０１３２】
　正孔輸送物質としては、ポリ－Ｎ－ビニルカルバゾールおよびその誘導体、ポリ－γ－
カルバゾリルエチルグルタメートおよびその誘導体、ピレン－ホルムアルデヒド縮合物お
よびその誘導体、ポリビニルピレン、ポリビニルフェナントレン、ポリシラン、オキサゾ
ール誘導体、オキサジアゾール誘導体、イミダゾール誘導体、モノアリールアミン誘導体
、ジアリールアミン誘導体、トリアリールアミン誘導体、スチルベン誘導体、α－フェニ
ルスチルベン誘導体、ベンジジン誘導体、ジアリールメタン誘導体、トリアリールメタン
誘導体、９－スチリルアントラセン誘導体、ピラゾリン誘導体、ジビニルベンゼン誘導体
、ヒドラゾン誘導体、インデン誘導体、ブタジェン誘導体、ピレン誘導体等、ビススチル
ベン誘導体、エナミン誘導体等その他公知の材料が挙げられる。
【０１３３】
　これらの電荷輸送物質は単独、または２種以上混合して用いられる。
　結着樹脂としては、ポリスチレン、スチレン－アクリロニトリル共重合体、スチレン－
ブタジエン共重合体、スチレン－無水マレイン酸共重合体、ポリエステル、ポリ塩化ビニ
ル、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体、ポリ酢酸ビニル、ポリ塩化ビニリデン、ポリアレ
ート、フェノキシ樹脂、ポリカーボネート、酢酸セルロース樹脂、エチルセルロース樹脂
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、ポリビニルブチラール、ポリビニルホルマール、ポリビニルトルエン、ポリ－Ｎ－ビニ
ルカルバゾール、アクリル樹脂、シリコーン樹脂、エポキシ樹脂、メラミン樹脂、ウレタ
ン樹脂、フェノール樹脂、アルキッド樹脂等の熱可塑性または熱硬化性樹脂が挙げられる
。
【０１３４】
　溶剤としては、テトラヒドロフラン、ジオキサン、トルエン、ジクロロメタン、モノク
ロロベンゼン、ジクロロエタン、シクロヘキサノン、メチルエチルケトン、アセトンなど
が用いられる。
【０１３５】
　電荷輸送物質の量は、結着樹脂１００重量部に対し、２０～３００重量部、好ましくは
４０～１５０重量部が適当である。また、電荷輸送層９２２の膜厚は解像度・応答性の点
から、２５μｍ以下とすることが好ましい。下限値に関しては、使用するシステム（特に
帯電電位等）に異なるが、５μｍ以上が好ましい。
【０１３６】
　また、電荷輸送層９２２中に可塑剤やレベリング剤を添加してもよい。
　可塑剤としては、ジブチルフタレート、ジオクチルフタレートなど一般の樹脂の可塑剤
として使用されているものがそのまま使用でき、その使用量は、結着樹脂に対して０～３
０重量％程度が適当である。
【０１３７】
　レベリング剤としては、ジメチルシリコーンオイル、メチルフェニルシリコーンオイル
などのシリコーンオイル類や、側鎖にパーフルオロアルキル基を有するポリマーあるいは
、オリゴマーが使用され、その使用量は結着樹脂に対して、０～１重量％が適当である。
【０１３８】
　電荷輸送層９２２が最表層となる場合は、電荷輸送層９２２に無機微粒子を含有する。
無機微粒子としては、銅、スズ、アルミニウム、インジウムなどの金属粉末、酸化珪素、
シリカ、酸化錫、酸化亜鉛、酸化チタン、酸化インジウム、酸化アンチモン、酸化ビスマ
ス、アンチモンをド－プした酸化錫、錫をド－プした酸化インジウム等の金属酸化物、チ
タン酸カリウムなどの無機材料が挙げられる。特に金属酸化物が良好であり、さらには、
酸化珪素、酸化アルミニウム、酸化チタン等が有効に使用できる。
【０１３９】
　無機微粒子の平均一次粒径は、０．０１～０．５μｍであることが表面層（電荷輸送層
９２２）の光透過率や耐摩耗性の点から好ましい。
　無機微粒子の平均一次粒径が０．０１μｍ以下の場合は、耐摩耗性の低下、分散性の低
下等を引き起こし、０．５μｍ以上の場合には、分散液中において無機微粒子の沈降性が
促進されたり、トナーのフィルミングが発生したりする可能性がある。
【０１４０】
　無機微粒子の添加量は、高いほど耐摩耗性が高いので良好であるが、高すぎる場合には
残留電位の上昇、電荷輸送層９２２の書き込み光透過率が低下し、副作用を生じる場合が
ある。従って、概ね全固形分に対して、３０重量％以下、好ましくは２０重量％以下であ
る。その下限値は、通常、３重量％である。
【０１４１】
　また、これらの無機微粒子は少なくとも一種の表面処理剤で表面処理させることが可能
であり、そうすることが無機微粒子の分散性の面から好ましい。無機微粒子の分散性の低
下は残留電位の上昇だけでなく、塗膜の透明性の低下や塗膜欠陥の発生、さらには耐摩耗
性の低下をも引き起こすため、高耐久化あるいは高画質化を妨げる大きな問題に発展する
可能性がある。
【０１４２】
　次に、図１４（ａ）や、図１４（ｂ）に示す感光層９２が単層構成の場合について述べ
る。
　単層感光層９２は、上述した電荷発生物質を結着樹脂中に分散したものである。単層感
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光層９２は、電荷発生物質および電荷輸送物質および結着樹脂を適当な溶剤に溶解ないし
分散し、これを塗布、乾燥することによって形成できる。また、図１４（ａ）に示すよう
に、単層の感光層９２が表面層になる場合も、前期無機微粒子を含有する。
【０１４３】
　さらに、この感光層９２には上述した電荷輸送材料を添加した機能分離タイプとしても
良く、良好に使用できる。また、必要により、可塑剤やレベリング剤、酸化防止剤等を添
加することもできる。
【０１４４】
　結着樹脂としては、先に電荷輸送層９２２で挙げた結着樹脂をそのまま用いるほかに、
電荷発生層で挙げた結着樹脂を混合して用いてもよい。
　結着樹脂１００重量部に対する電荷発生物質の量は５～４０重量部が好ましく、電荷輸
送物質の量は０～１９０重量部が好ましくさらに好ましくは５０～１５０重量部である。
【０１４５】
　単層感光層９２は、電荷発生物質、結着樹脂を必要ならば電荷輸送物質とともにテトラ
ヒドロフラン、ジオキサン、ジクロロエタン、シクロヘキサン等の溶媒を用いて分散機等
で分散した塗工液を、浸漬塗工法やスプレーコート、ビードコートなどで塗工して形成で
きる。単層感光層９２の膜厚は、５～２５μｍ程度が適当である。
【０１４６】
　また、本実施形態の感光体１０においては、図１４（ｄ）に示すように導電性支持体９
１と感光層９２との間に下引き層９４を設けてもよい。
　下引き層９４は一般には樹脂を主成分とするが、これらの樹脂はその上に感光層９２を
溶剤で塗布することを考えると、一般の有機溶剤に対して耐溶剤性の高い樹脂であること
が望ましい。
【０１４７】
　このような樹脂としては、ポリビニルアルコール、カゼイン、ポリアクリル酸ナトリウ
ム等の水溶性樹脂、共重合ナイロン、メトキシメチル化ナイロン等のアルコール可溶性樹
脂、ポリウレタン、メラミン樹脂、フェノール樹脂、アルキッド－メラミン樹脂、エポキ
シ樹脂等、三次元網目構造を形成する硬化型樹脂等が挙げられる。
【０１４８】
　また、下引き層９４にはモアレ防止、残留電位の低減等のために、酸化チタン、シリカ
、アルミナ、酸化ジルコニウム、酸化スズ、酸化インジウム等で例示できる金属酸化物の
微粉末顔料を加えてもよい。この下引き層９４は前述の感光層９２の如く適当な溶媒、塗
工法を用いて形成することができる。
【０１４９】
　更に、下引き層９４として、シランカップリング剤、チタンカップリング剤、クロムカ
ップリング剤等を使用することもできる。この他、下引き層９４には、Ａｌ２Ｏ３を陽極
酸化にて設けたものや、ポリパラキシリレン（パリレン）等の有機物やＳｉＯ２、ＳｎＯ

２、ＴｉＯ２、ＩＴＯ、ＣｅＯ２等の無機物を真空薄膜作成法にて設けたものも良好に使
用できる。このほかにも公知のものを用いることができる。下引き層９４の膜厚は０～５
μｍが適当である。
【０１５０】
　また、本実施形態の感光体１０においては、図１４（ｂ），図１４（ｃ），図１４（ｄ
）に示すように、感光層９２の最表面に無機微粒子を含有させた表面層９３を設けるもの
が好ましい。
【０１５１】
　表面層９３は、少なくとも無機微粒子とバインダー樹脂で構成される。バインダー樹脂
は、ポリアリレート樹脂、ポリカーボネート樹脂等の熱可塑性樹脂、ウレタン樹脂、フェ
ノール樹脂などの架橋樹脂が用いられる。
【０１５２】
　微粒子としては、有機系微粒子及び無機微粒子が用いられる。有機系微粒子としては、
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フッ素含有樹脂微粒子、炭素系微粒子などが上げられる。銅、スズ、アルミニウム、イン
ジウムなどの金属粉末、酸化珪素、シリカ、酸化錫、酸化亜鉛、酸化チタン、酸化インジ
ウム、酸化アンチモン、酸化ビスマス、アンチモンをド－プした酸化錫、錫をド－プした
酸化インジウム等の金属酸化物、チタン酸カリウムなどの無機材料が挙げられる。特に金
属酸化物が良好であり、さらには、酸化珪素、酸化アルミニウム、酸化チタン等が有効に
使用できる。
【０１５３】
無機微粒子の平均一次粒径は、０．０１～０．５μｍであることが表面層９３の光透過率
や耐摩耗性の点から好ましい。無機微粒子の平均一次粒径が０．０１μｍ以下の場合は、
耐摩耗性の低下、分散性の低下等を引き起こし、０．５μｍ以上の場合には、分散液中に
おいて無機微粒子の沈降性が促進されたり、トナーのフィルミングが発生したりする可能
性がある。
【０１５４】
　表面層９３中の無機微粒子濃度は、高いほど耐摩耗性が高いので良好であるが、高すぎ
る場合には残留電位の上昇、保護層の書き込み光透過率が低下し、副作用を生じる場合が
ある。従って、概ね全固形分に対して、５０重量％以下、好ましくは３０重量％以下であ
る。その下限値は、通常、５重量％である。
【０１５５】
　また、これらの無機微粒子は少なくとも一種の表面処理剤で表面処理させることが可能
であり、そうすることが無機微粒子の分散性の面から好ましい。無機微粒子の分散性の低
下は残留電位の上昇だけでなく、塗膜の透明性の低下や塗膜欠陥の発生、さらには耐摩耗
性の低下をも引き起こすため、高耐久化あるいは高画質化を妨げる大きな問題に発展する
可能性がある。表面処理剤としては、従来用いられている表面処理剤を使用することがで
きるが、無機微粒子の絶縁性を維持できる表面処理剤が好ましい。例えば、チタネート系
カップリング剤、アルミニウム系カップリング剤、ジルコアルミネート系カップリング剤
、高級脂肪酸等、あるいはこれらとシランカップリング剤との混合処理や、Ａｌ２Ｏ３、
ＴｉＯ２、ＺｒＯ２、シリコーン、ステアリン酸アルミニウム等、あるいはそれらの混合
処理が無機微粒子の分散性及び画像ボケの点からより好ましい。
【０１５６】
　シランカップリング剤による処理は、画像ボケの影響が強くなるが、上記の表面処理剤
とシランカップリング剤との混合処理を施すことによりその影響を抑制できる場合がある
。表面処理量については、用いる無機微粒子の平均一次粒径によって異なるが、３～３０
ｗｔ％が適しており、５～２０ｗｔ％がより好ましい。表面処理量がこれよりも少ないと
無機微粒子の分散効果が得られず、また多すぎると残留電位の著しい上昇を引き起こす。
【０１５７】
　これら無機微粒子材料は単独もしくは２種類以上混合して用いられる。表面層９３膜厚
は、１．０～８．０μｍの範囲であることが好ましい。長期的に繰り返し使用される感光
体１０は、機械的に耐久性が高く、摩耗しにくいものとするのが好ましい。しかし実機内
における、帯電部材などから、オゾン及びＮＯｘガスなどが発生し、感光体の表面に付着
する。こららの付着物が存在すると、画像流れが発生する。この画像流れを防止するため
には、感光層９２をある一定速度以上に摩耗する必要がある。そのためには、長期的な繰
り返し使用を考慮した場合、表面層９３は少なくとも１．０μｍ以上の膜厚であることが
好ましい。また、表面層９３膜厚が８．０μｍよりも大きい場合は、残留電位上昇や微細
ドット再現性の低下が考えられる。
【０１５８】
　これら無機微粒子材料は、適当な分散機を用いることにより分散できる。また、分散液
中での無機微粒子の平均粒径は、１μｍ以下、好ましくは０．５μｍ以下にあること表面
層９３の透過率の点から好ましい。
【０１５９】
　感光層９２上に表面層９３を設ける方法としては、浸漬塗工方法、リングコート法、ス
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プレー塗工方法など用いられる。このうち一般的な表面層９３の製膜方法としては、微小
開口部を有するノズルより塗料を吐出し、霧化することにより生成した微小液滴を感光層
９２上に付着させて塗膜を形成するスプレー塗工方法が用いられる。
【０１６０】
　ここで用いられる溶剤としては、テトラヒドロフラン、ジオキサン、トルエン、ジクロ
ロメタン、モノクロロベンゼン、ジクロロエタン、シクロヘキサノン、メチルエチルケト
ン、アセトンなどが用いられる。
【０１６１】
　また、表面層９３には、残留電位低減、応答性改良のため、電荷輸送物質を含有しても
良い。電荷輸送物質は、電荷輸送層の説明のところに記載した材料を用いることができる
。電荷輸送物質として、低分子電荷輸送物質を用いる場合には、表面層９３中における濃
度傾斜を有しても構わない。
【０１６２】
　また、表面層９３には電荷輸送物質としての機能とバインダー樹脂の機能を持った高分
子電荷輸送物質も良好に使用される。これら高分子電荷輸送物質から構成される表面層９
３は耐摩耗性に優れたものである。高分子電荷輸送物質としては、公知の材料が使用でき
るが、ポリカーボネート、ポリウレタン、ポリエステル、ポリエーテルの中から選ばれる
少なくとも一つの重合体であることが好ましい。特に、トリアリールアミン構造を主鎖お
よび／または側鎖に含むポリカーボネートが好ましい。
【０１６３】
　感光体表面硬度は、マルテンス硬さ１９０Ｎ／ｍｍ２以上であり、且つ弾性仕事率（Ｗ
ｅ／Ｗｔ値）が３７．０％以上であることが好ましい。
ここで上げているマルテンス硬さ、弾性仕事率は以下の条件で測定される。
評価装置：Ｆｉｓｈｅｒｓｃｏｐｅ　Ｈ－１００
試験方法：負荷除荷繰り返し（１回）試験
圧子：マイクロビッカース圧子
最大荷重：９．８ｍＮ
負荷（除荷）時間：３０秒
保持時間：５ｓｅｃ
【０１６４】
　マルテンス硬度は、マイクロビッカース圧子を一定の力で、例えば３０秒で押し込み、
５秒保持し、一定の力で３０秒間で抜く動作をおこないながら微小硬度計を用いて計測す
る。弾性仕事率は、マイクロビッカース圧子を押し込むときの積算応力をＷplast（Ｗｔ
値）、試験荷重除荷寺の積算応力をＷelast（Ｗｅ値）とすると、弾性仕事率は、Ｗelast
／Ｗplast×１００％の式で定義される特性値である。弾性仕事率が高いほど、塑性変形
が少ない、すなわちゴム性が高いことをあらわしている。弾性仕事率が低すぎると、ゴム
というよりガラスに近い状態である。
【０１６５】
　マルテンス硬さ１９０Ｎ／ｍｍ２以上とすることで、検証実験に示すように、感光体表
面に傷つきを抑制し、トナーの固着による白抜け画像の発生を抑制することができる。
【０１６６】
　感光体上の白抜け画像は、トナー母体成分やトナー添加剤の固着により発生するが、ト
ナー母体成分やトナー添加剤の固着は、感光体表面の微細な傷にトナー母体成分や添加剤
が引っかかることや、刺さることによって発生することがわかっている。
【０１６７】
　感光体は現像機、転写ベルト、帯電ローラ、クリーニングブレードなどと常時接触しな
がら画像形成しているために、微細な傷が発生する。画像形成枚数が少ない間は、この微
細な傷は、謂わば引っかき傷のようなものであり、この引っかき傷の発生を少なくするこ
とによってトナー母体成分や添加剤成分の固着による白抜け画像を抑制することにつなが
る。
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【０１６８】
　マルテンス硬さを大きくすることによって、感光体表面に引っ掻き傷ができにくくなり
、後述する検証実験に示すように、マルテンス硬さ１９０Ｎ／ｍｍ２以上とすることで、
経時にわたり感光体表面の引っ掻き傷を抑制し、トナー固着による白抜け異常画像の発生
を防ぐことができる。マルテンス硬さは、マイクロビッカース圧子で測定対象を引っ掻き
、一定の深さの凹みに作るのに要した「荷重」で硬さの程度を示す指標であり、引っ掻き
傷が生じ易いか否かを示す指標値としては、最適である。
【０１６９】
　また、弾性仕事率（Ｗｅ／Ｗｔ値）が３７．０％未満の場合は、後述する検証実験で示
すように、感光体軸方向で、画像面積率が変化した場合など、感光体摩耗スピードが変化
し、摩耗ムラが発生する不具合が生じる。このため、無機微粒子の添加量や樹脂種により
、硬度及び弾性仕事率を制御する。ポリカーボネート、ポリアリレートなどの樹脂は、樹
脂骨格中に剛直な構造を取り込むことにより、硬度及び弾性仕事率が向上する。また前記
高分子電荷輸送物質を採用することにより、硬度及び弾性仕事率が向上する。
【０１７０】
　次に、表面層の異なる５つの感光体１～５を作成し、マルテンス硬さ・仕事率を調べた
結果を示す。
［支持体］
アルミニウム製支持体（外径４０ｍｍΦ）素管を使用した。
【０１７１】
［下引き層］
　支持体上に乾燥後の膜厚が３．５μｍになるように浸漬法で塗工し、下引き層を形成し
た。
下引き層塗工液
・アルキッド樹脂：ベッコゾール１３０７－６０－ＥＬ：大日本インキ化学工業
・メラミン樹脂：スーパーベッカミンＧ－８２１－６０：大日本インキ化学工業
・酸化チタン：ＣＲ－ＥＬ：石原産業）
・メチルエチルケトン
混合比（重量）：アルキッド樹脂／メラミン樹脂／酸化チタン／メチルエチルケトン＝３
／２／２０／１００
【０１７２】
［電荷発生層］
下引き層上に下記構造のビスアゾ顔料を含む電荷発生層塗工液に浸漬塗工し、加熱乾燥さ
せ、膜厚０．２μｍの電荷発生層を形成した。
電荷発生層塗工液
・下記化２に示す構造のビスアゾ顔料
・ポリビニルブチラール（ＸＹＨＬ：ＵＣＣ）
・２－ブタノンシクロヘキサノン
【化２】

混合比（重量）：ビスアゾ顔料／ポリビニルブチラール／テトラヒドロフラン＝５／（１
／１００）／２００
【０１７３】
［電荷輸送層］
　この電荷発生層上に下記構造の低分子電荷輸送物質を含む電荷輸送層用塗工液を用いて
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、浸積塗工し、加熱乾燥させ、膜厚２２μｍの電荷輸送層とした。
電荷輸送層塗工液
・電荷輸送層用塗工液：ビスフェーノルＺ型ポリカーボネート
・下記化３に示す構造の低分子電荷輸送物質
・テトラヒドロフラン
【化３】

混合比（重量）：ポリカーボネート／電荷輸送物質／テトラヒドロフラン＝１／１／１０
【０１７４】
［表面層１］
表面層１塗工液
・表面層用塗工液電荷輸送層に用いた低分子電荷輸送物質：ビスフェーノルＺ型ポリカー
ボネート（ＴＳ２０５０：帝人化成）
・シリカ微粒子（ＫＭＰＸ１００：信越化学製）
・テトラヒドロフラン
・シクロヘキサノン
混合比（重量）：電荷輸送物質／ポリカーボネート／シリカ微粒子／テトラヒドロフラン
／シクロヘキサノン＝３／４／３／１７０／５０
【０１７５】
［表面層２］
表面層２塗工液
・表面層用塗工液電荷輸送層に用いた低分子電荷輸送物質：ビスフェーノルＺ型ポリカー
ボネート（ＴＳ２０５０：帝人化成）
・アルミナ微粒子（ＡＡ０３：住友化学製）
・テトラヒドロフラン
・シクロヘキサノン
混合比（重量）：電荷輸送物質／ポリカーボネート／アルミナ微粒子／テトラヒドロフラ
ン／シクロヘキサノン＝３／４／３／１７０／５０
【０１７６】
［表面層３］
表面層３塗工液
・表面層用塗工液電荷輸送層に用いた低分子電荷輸送物質：ビスフェーノルＺ型ポリカー
ボネート（ＴＳ２０４０：帝人化成）
・アルミナ微粒子（ＡＡ０３：住友化学製）
・テトラヒドロフラン
・シクロヘキサノン
混合比（重量）：電荷輸送物質／ポリカーボネート／アルミナ微粒子／テトラヒドロフラ
ン／シクロヘキサノン
【０１７７】
［表面層４］
表面層４塗工液
・表面層用塗工液電荷輸送層に用いた低分子電荷輸送物質：下記化４に示す構造の高分子
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電荷輸送物質（ｎ＝２、ｍ＝３、粘度平均分子量６５０００）
・アルミナ微粒子（ＡＡ０３：住友化学製）
・テトラヒドロフラン
・シクロヘキサノン
【化４】

混合比（重量）：高分子電荷輸送物質／アルミナ微粒子／テトラヒドロフラン／シクロヘ
キサノン＝７／３／１７０／５０
【０１７８】
［表面層５］
表面層５塗工液
・表面層用塗工液電荷輸送層に用いた低分子電荷輸送物質：ビスフェーノルＺ型ポリカー
ボネート（ＴＳ２０５０：帝人化成）
・テトラヒドロフラン
・シクロヘキサノン
混合比（重量）：電荷輸送物質／ポリカーボネート／テトラヒドロフラン／シクロヘキサ
ノン＝４／５／１７０／５０
【０１７９】
［感光体１］
　電荷輸送層上に電荷輸送層に用いた低分子電荷輸送物質を含む表面層１用塗工液を用い
て、下記条件で、スプレー塗工し、１５０℃、２０分、加熱乾燥させ、感光体１を形成し
た。
【０１８０】
［感光体２］
　電荷輸送層上に電荷輸送層に用いた低分子電荷輸送物質を含む表面層２用塗工液を用い
て、下記条件で、スプレー塗工し、１５０℃、２０分、加熱乾燥させ、感光体２を形成し
た。
【０１８１】
［感光体３］
　電荷輸送層上に電荷輸送層に用いた低分子電荷輸送物質を含む表面層３用塗工液を用い
て、下記条件で、スプレー塗工し、１５０℃、２０分、加熱乾燥させ、感光体３を形成し
た。
【０１８２】
［感光体４］
　電荷輸送層上に電荷輸送層に用いた低分子電荷輸送物質を含む表面層４用塗工液を用い
て、下記条件で、スプレー塗工し、１５０℃、２０分、加熱乾燥させ、感光体４を形成し
た。
【０１８３】
［感光体５］
　電荷輸送層上に電荷輸送層に用いた低分子電荷輸送物質を含む表面層５用塗工液を用い
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て、下記条件で、スプレー塗工し、１５０℃、２０分、加熱乾燥させ、感光体５を形成し
た。
【０１８４】
　作製された感光体表面のＦｉｓｈｅｒｓｃｏｐｅ社製微少表面硬度計　Ｈ－１００を用
いて感光体のマルテンス硬さ、弾性仕事率（Ｗｅ／Ｗｔ値）を測定した。結果を表１に示
す。
【０１８５】
【表１】

【０１８６】
　上記表１に示す感光体１から５に対して、トナーやトナー添加剤が感光体表面に固着し
て白抜け異常画像の発生の有無確認実験を行なった。
【０１８７】
＜検証実験１：白抜け発生の有無確認実験－１＞
　トナーが感光体表面に固着するかどうかを以下の方法で検討した。
　以下の図１９（ａ）に示すような感光体軸方向に帯状の画像部と、非画像部をもつ帯画
像を入力し、感光体上へのトナー入力がある帯部におけるトナーの感光体表面の固着状態
について比較する実験を行なった。
【０１８８】
　帯画像部は、ベタ画像であり、一度に多くのトナーを感光体表面上に供給することで、
トナーの母体成分が感光体に固着しやすい条件で実験した。具体的には、帯画像を連続で
５０００枚入力し、感光体表面へのトナー成分の付着の有無と白抜けによる異常画像の有
無を比較した。その結果、マルテンス硬さ１９０Ｎ／ｍｍ２以上の感光体２、感光体４は
トナー成分の感光体表面への固着は発生せず、また、白抜けによる異常画像の発生はなか
った。一方、感光体１、３、５には感光体表面上にトナー成分の固着が発生し、白抜けに
よる異常画像の発生が見られた。
【０１８９】
＜検証実験２：白抜け発生の有無確認実験－２＞
　上記白抜け発生の有無確認実験－１では、主にトナーの母体成分が感光体に固着するか
どうかを検討するために、感光体表面へのトナー入力を加速する目的で図１９（ａ）のよ
うな帯画像を用いて実験を行なった。しかし、白抜けの原因としては、トナー母体の固着
以外にも、トナー添加剤であるシリカ等が感光体表面に固着することによっても発生する
。そこで、このトナー添加剤の固着による白抜け画像発生の有無を検証する目的で、白抜
け発生の有無確認実験－２を行なった。具体的には、図１９（ｂ）に示すように白紙を連
続で３０００枚入力し、感光体表面へのトナー添加剤の付着の有無と白抜けによる異常画
像の有無を比較した。
【０１９０】
　白紙を連続入力すると、現像機内でトナーが攪拌されるものの、トナーは感光体上へ現
像されることがなく、消費されずに現像機内にとどまるため、攪拌によるストレスを受け
る結果、トナー添加剤がトナー母体から離脱、遊離しやすくなる。遊離したトナー添加剤
は、現像ローラから感光体上に移動しやすい。よって、上記白紙画像を連続入力すること
により、トナー添加剤成分が感光体に固着しやすい条件下で実験することが出来る。
【０１９１】
　この検証実験２においても、感光体２、感光体４はトナー添加剤の感光体表面への固着
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は発生せず、また、白抜けによる異常画像の発生はなかった。一方、感光体１、３、５に
は感光体表面上にトナー添加剤の固着が発生し、白抜けによる異常画像の発生が見られた
。
【０１９２】
＜検証実験３：感光体摩耗スピードと弾性仕事率＞
　次に、感光体２、３、４を用いて、弾性仕事率と感光体摩耗スピードとの関係について
調べた。具体的には、図１９（ｃ）に示すように、感光体軸方向の半分にベタ画像を形成
し、残り半分を非画像部にした画像を１００００枚形成し、帯画像部、非画像部の感光体
摩耗量を測定した。感光体の摩耗は、画像面積率の違いによって摩耗スピードが変わるこ
とが分かっている。特に、感光体軸方向での画像面積率が繰り返しの画像出力で大きく異
なる場合には、感光体軸方向での感光体摩耗量が異なり、摩耗ムラとなり、画像濃度ムラ
となり、異常画像となる。画像の入力は、３枚連続出力して、一旦感光体停止、また３枚
連続出力して、一旦感光体停止という動作を繰り返して、３枚連続出力を１セットとして
、約３３３３セット行った。その結果、感光体摩耗量は以下となった。また、例として感
光体出力枚数が１００００枚のとき、感光体走行距離が７ｋｍ程度となる画像出力装置で
の出力可能枚数を見積り、併記する。その際、膜削れによる異常画像発生のない許容削り
量を５μｍとする。
【０１９３】
（感光体２）
弾性仕事率：３６．６％
１００００枚摩耗量：
・帯画像部＝０．２５μｍ／ｋｍ
・非画像部＝０．１４μｍ／ｋｍ
出力可能枚数：
・帯画像部＝（５μｍ／０．２５μｍ／ｋｍ）×（１００００枚／７ｋｍ）＝２８５７１
枚
・非画像部＝５／０．１４×１００００／７＝５１０２０枚
磨耗量の差＝（０．１４μｍ／ｋｍ／０．２５μｍ／ｋｍ）×１００＝５６％
【０１９４】
（感光体３）
弾性仕事率：３７．１％
１００００枚摩耗量：
・帯画像部＝０．２２μｍ／ｋｍ
・非画像部＝０．１３μｍ／ｋｍ
出力可能枚数：
・帯画像部＝３４０１３枚
・非画像部＝５４９４５枚
磨耗量の差＝６３％
【０１９５】
（感光体４）
弾性仕事率：３７．５％
１００００枚摩耗量：
・帯画像部＝０．１８μｍ／ｋｍ
・非画像部＝０．１２μｍ／ｋｍ
出力可能枚数：
・帯画像部＝３９６８２枚
・非画像部＝５９５２３枚
磨耗量の差＝６７％
【０１９６】
　上記のように、弾性仕事率が大きくなるに従い、特にトナーによる感光体削れ量が増加
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する帯画像部での感光体摩耗量が減少しているのがわかる。また、弾性仕事率が大きくな
るにしたがって、帯画像部と非画像部の感光体摩耗量の差が小さくなっていることが分か
る。そして、弾性仕事率が、３７％を超える感光体３および感光体４にかんしては、磨耗
量の差を６０％以上にすることができ、磨耗ムラの不具合を良好に抑制することができる
。
【０１９７】
　次に、画像形成装置の変形例について、説明する。
　先の図１に示した画像形成装置においては、各プロセスカートリッジ１２１Ｙ，Ｍ，Ｃ
，Ｋの帯電ローラ４１に印加するバイアスを直流にしているが、帯電ローラ４１に印加す
るバイアスとして直流電圧に交流電圧を重畳することで、帯電ローラ４１の汚れを抑制す
ることができる。これにより、帯電ローラ４１に直流電圧のみを印加するものに比べて、
帯電ローラ４１の汚れによる帯電不良を抑制することができ、プロセスカートリッジ１２
１の寿命を延ばすことができるという利点がある。
【０１９８】
　しかしながら、帯電ローラ４１に直流電圧に交流電圧を重畳したバイアスを印加する構
成とした場合、帯電音が発生する。また、オゾン発生量が少ない接触帯電方式ながら、交
流電圧を印加すると、帯電電流が大きくなるために、直流電圧のみ印加する場合よりも、
オゾン発生量が増加する。そのため、Ｙ，Ｍ，Ｃ，Ｋの各作像ユニット１２１の帯電ロー
ラ４１に交流電圧を印加する構成にすると、４色で同時に作像するフルカラー作像時に、
帯電音が大きくなり、異常音となる場合がある。さらに、４色作像時には、オゾン発生量
も増加してしまう。そのため、上記のような異常音の対策として図１５に示すように防音
部材２０１を追加したり、オゾン対策としてオゾンフィルター等のオゾン処理系を追加し
たりする必要があり、機械が大型化、重量化してしまう。
【０１９９】
　そこで、変形例の画像形成装置においては、カラー画像よりもモノクロ画像の出力の方
が多い一般的なオフィス環境において、使用頻度が、Ｋ色のプロセスカートリッジよりも
少ないＹ，Ｍ，Ｃ色のプロセスカートリッジ１２１Ｙ，Ｍ，Ｃの帯電ローラ４１には、直
流電圧のみを印加し、Ｋ色のプロセスカートリッジ１２１Ｋの帯電ローラ４１には、直流
電圧に交流電圧を印加するようにしてもよい。
【０２００】
　かかる構成とすることで、４色同時に作像するフルカラー作像時でも、交流電圧印加に
よる帯電音の発生は、黒作像ユニットのみとなり、モノクロ時と同じレベルの帯電音とな
るために、防音部材等が不要となる。更にオゾン発生量もモノクロ時と同レベルで、オゾ
ンフォルター等でオゾン処理をする必要がなくなり、オゾン処理系の部材等の追加も不要
となる。そのために機械の小型化、軽量化が図れる。
【０２０１】
　さらには、Ｋ色のプロセスカートリッジ１２１の交換サイクルをＹ，Ｍ，Ｃ色のプロセ
スカートリッジ１２１Ｙ，Ｍ，Ｃの交換サイクルに近づけることができる。これにより、
Ｋ色のプロセスカートリッジのみの交換のために何度もサービスマンを呼び出すなどの利
便性の悪さを改善することができる。
【０２０２】
　また、図１６、図１７に示すように、Ｋ色のプロセスカートリッジにのみ潤滑剤塗布装
置７０Ｋを設けてもよい。潤滑剤塗布装置７０Ｋを用いることで、帯電ローラ４１Ｋの交
流電流による攻撃作用からの感光体表面を保護することができ、Ｋ色のプロセスカートリ
ッジ１２１Ｋの寿命低下を抑えることができる。
【０２０３】
　図１７に示すように、Ｋ色のプロセスカートリッジ２１２Ｋは、固形潤滑剤７３Ｋや潤
滑剤加圧スプリング７２Ｋ等を備え、固形潤滑剤７３を感光体１０上に塗布する塗布ブラ
シとしてファーブラシ７１Ｋを用いている。固形潤滑剤７３Ｋは、ブラケット７５Ｋに保
持され、潤滑剤加圧スプリング７２Ｋによりファーブラシ７１Ｋ側に加圧されている。そ
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して、感光体１０の回転方向に対してカウンタ方向に回転するファーブラシ７１Ｋにより
固形潤滑剤７３Ｋが削られて感光体１０Ｋ上に潤滑剤が塗布される。ファーブラシローラ
７１Ｋによって固形潤滑剤７３Ｋから削られて感光体１０の表面上に粉体状に付着した潤
滑剤は、感光体１０Ｋ表面に当接するように支持された固定加圧方式の均しブレード７４
Ｋによって感光体１０Ｋ上で均される。
【０２０４】
　また、固形潤滑剤７３Ｋは、脂肪酸金属塩（Ａ）と、無機潤滑剤（Ｂ）を含有している
。脂肪酸金属塩が、帯電電流により破壊されて、感光体表面が破壊されるのを防止すると
同時に、帯電電流では破壊されない無機潤滑剤により、潤滑作用が（潤滑剤が脂肪酸金属
塩のみの場合よりも）よりよい状態で維持される。これにより、感光体クリーニングをよ
り良好に維持することが可能となる。
【０２０５】
　脂肪酸金属塩（Ａ）の例としては、ステアリン酸バリウム、ステアリン酸鉛、ステアリ
ン酸鉄、ステアリン酸ニッケル、ステアリン酸コバルト、ステアリン酸銅、ステアリン酸
ストロンチウム、ステアリン酸カルシウム、ステアリン酸カドミウム、ステアリン酸マグ
ネシウム、ステアリン酸亜鉛、オレイン酸亜鉛、オレイン酸マグネシウム、オレイン酸鉄
、オレイン酸コバルト、オレインサン銅、オレイン酸鉛、オレイン酸マンガン、パルミチ
ン酸亜鉛、パルミチン酸コバルト、パルミチン酸鉛、パルミチン酸マグネシウム、パルミ
チン酸アルミニウム、パルミチン酸カルシウム、カプリル酸鉛、カプリン酸鉛、リノレン
酸亜鉛、リノレン酸コバルト、リノレン酸カルシウム、リシノール酸亜鉛、リシノール酸
カドミウム及びそれらの混合物があるが、これに限るものではない。また、これらを混合
して使用してもよい。本発明においては、中でもステアリン酸亜鉛が特に感光体１０への
成膜性に優れることから、最も好ましく用いられる。　
【０２０６】
　上記無機潤滑剤（Ｂ）とは、自身が劈開して潤滑する、或いは内部滑りを起こす無機化
合物のことを指す。具体的な物質例としては、タルク・マイカ・窒化ホウ素・二硫化モリ
ブデン・二硫化タングステン・カオリン・スメクタイト・ハイドロタルサイト化合物・フ
ッ化カルシウム・グラファイト・板状アルミナ・セリサイト・合成マイカなどがあるがこ
れに限るものではない。中でも窒化ホウ素は、原子がしっかりと組み合った六角網面が広
い間隔で重なり、層間に働く力は弱いファンデルワールス力のみであるため、容易に劈開
、潤滑することから、本実施形態において、最も好ましく用いることができる。
【０２０７】
　これらの無機潤滑剤は疎水性付与等の目的で、必要に応じて表面処理がなされていても
良い。また、Ｋ色トナーに潤滑剤成分を添加することにより、感光体削れ量の低減や、ク
リーニングブレードエッジの安定化によるクリーニング性能向上を図る事ができる。トナ
ーの母体に、ステアリン酸亜鉛や上記した脂肪酸金属塩（Ａ）や、無機潤滑剤（Ｂ）、或
いはその両方をトナーに添加剤として添加する。
【０２０８】
　潤滑剤塗布装置７０Ｋを用いてＫ色の感光体表面に潤滑剤を塗布することで、帯電ロー
ラ４１Ｋの交流電流による攻撃作用からの感光体表面保護することができる。また、感光
体クリーニング性能の向上、転写性の向上を図ることができる。潤滑剤塗布の安定化のた
めに、潤滑剤塗布装置７０Ｋは、感光体回転方向に対して、クリーニングブレード６２Ｋ
の下流側に設けられている。また、帯電ローラ４１Ｋは、高画質化、高寿命を狙い、感光
体１０Ｋにギャップを持って対向する。
【０２０９】
　また、Ｋ色のプロセスカートリッジ１２１Ｋに用いるクリーニングブレード６２Ｋの構
成を、Ｙ，Ｍ，Ｃ色のプロセスカートリッジ１２１Ｙ，Ｍ，Ｃに用いるクリーニングブレ
ード６２Ｙ，Ｍ，Ｃの構成と異ならせてもよい。
　具体的に説明すると、Ｙ，Ｍ，Ｃ色用のクリーニングブレード６２Ｙ，Ｍ，Ｃは、弾性
ブレード６２２のエッジ層６２２ａの１００％モジュラス値が、バックアップ層６２２ｂ
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より大きい先の図９を用いて説明したクリーニングブレード６２を用い、Ｋ色用のクリー
ニングブレード６２Ｋは、エッジ層６２２ａの１００％モジュラス値が、バックアップ層
６２２ｂより小さい弾性ブレード６２２を用いた。
【０２１０】
　Ｋ色のプロセスカートリッジ１２１Ｋは、潤滑剤塗布装置７０Ｋによって感光体表面上
に潤滑剤が供給されるため、潤滑剤を供給しないカラー用プロセスカートリッジ１２１Ｙ
，Ｍ，Ｃに比べてクリーニングブレードの先端稜線部６２ｃの挙動が安定する。よって、
Ｋ色用のクリーニングブレード６２Ｋにおいては、エッジ層６２２ａの１００％のモジュ
ラス値を、バックアップ層６２２ｂよりも大きくして、弾性ブレード６２２の先端稜線部
６２ｃを、弾性変形し難い構成とせずとも、異常磨耗や異音の発生が生じることがない。
【０２１１】
　先の図９に示すように、エッジ層６２２ａの１００％モジュラスを、バックアップ層６
２２ｂよりも高くして、クリーニングブレード６２の先端稜線部が剛直にすると、先の図
１３（ｂ）に示したように、先端稜線部の挙動は、安定するものの、感光体との当接圧が
高くなり耐磨耗性が低下する。
【０２１２】
　上記図１６、図１７に示したプリンタ１００においては、Ｋ色の感光体１０Ｋ表面に潤
滑剤を塗布しているので、潤滑剤が塗布されていないＹ，Ｍ，Ｃ色の感光体に比べて、寿
命を迎える感光体の走行距離が長くなる。よって、Ｋ色のクリーニングブレード６２Ｋと
して、Ｙ，Ｍ，Ｃ色のクリーニングブレード６２Ｙ，Ｍ，Ｃと同様に、エッジ層６２２ａ
の１００％モジュラス値をバックアップ層６２２ｂよりも高くした弾性ブレード６２２を
用いた場合は、感光体１０Ｋの寿命よりも前に、クリーニングブレード６２Ｋの寿命がき
てしまう。よって、Ｋ色のクリーニングブレード６２Ｋは、エッジ層６２２ａの１００％
モジュラスを、バックアップ層６２２ｂよりも低くして、クリーニングブレード６２の感
光体１０との当接圧の高まりを抑制して、耐磨耗性を高める。
【０２１３】
　一方、潤滑剤が塗布されていない感光体表面をクリーニングするカラー用のクリーニン
グブレード６２Ｙ，Ｍ，Ｃにおいては、潤滑剤が塗布された感光体表面をクリーニングす
るＫ色用クリーニングブレード６２Ｋよりも先端稜線部６２ｃの挙動が安定しない。よっ
て、カラー用のクリーニングブレード６２Ｙ，Ｍ，Ｃにおいては、エッジ層６２２ａの１
００％モジュラスが、バックアップ層よりも高い弾性ブレード６２２を用いたクリーニン
グブレードを用いることで、異常磨耗や異音の発生を抑えることができる。また、カラー
用の感光体１０Ｙ，Ｍ，Ｃは、潤滑剤が塗布されたＫ色用の感光体１０Ｋに比べて、走行
距離が短い段階で、寿命を迎えるので、エッジ層６２２ａの１００％モジュラスが、バッ
クアップ層よりも高い弾性ブレード６２２を用いて、Ｋ色のクリーニングブレードよりも
耐磨耗性を低下させても、クリーニングブレードの寿命が、感光体よりも先に迎えてしま
うことがない。
【０２１４】
　ここで、Ｋ色のクリーニングブレード６２Ｋのエッジ層６２２ａには、１００％モジュ
ラスが２．５ＭＰａ以下のウレタンゴム材料を用い、バックアップ層６２２ｂとしては、
３ＭＰａ以上の材料を組合せた弾性ブレード６２２を用いた。また、エッジ層６２２ａの
厚さは０．５ｍｍ、バックアップ層６２２ｂは１．３ｍｍとした。或いは、ゴム硬度では
、エッジ層に６０～６５度（ＪＩＳＡ）、バックアップ層に７０～７５度のゴム材料を組
合せた弾性ブレード６２２を、Ｋ色のクリーニングブレードの弾性ブレード６２２として
用いてもよい。
【０２１５】
　以上に説明したものは一例であり、本発明は、以下の態様毎に特有の効果を奏する。
（態様１）
　先端稜線部６２ｃが含浸処理された短冊形状の弾性ブレード６２２の少なくとも先端稜
線部付近に弾性ブレード６２２よりも硬い表面層６２３で覆い、弾性ブレード６２２の先
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端稜線部６２ｃを表面移動する感光体１０などの被清掃部材の表面に当接して、被清掃部
材表面から粉体を除去するクリーニングブレード６２において、弾性ブレード６２２を、
互いに１００％モジュラス値が異なる材質からなる複数の層によって構成し、弾性ブレー
ド６２２の複数の層のうち、先端稜線部６２ｃを形成するエッジ層６２２ａを、バックア
ップ層６２２ｂなどの他の層に比べて１００％モジュラス値の高い材質によって形成した
。
　かかる構成を備えることで、実施形態で説明したように、先端稜線部６２ｃの挙動を安
定化することができ、異常磨耗や異音の発生を抑制することができる。特に、感光体１０
などの被清掃部材の表面に潤滑剤を塗布せずとも、異常磨耗や異音の発生を抑制すること
ができ、潤滑剤塗布装置を不要でき、装置を安価にすることができる。また、装置の小型
化を図ることができる。
【０２１６】
（態様２）
　また、上記（態様１）に記載のクリーニングブレード６２において、弾性ブレード６２
２は、先端稜線部６２ｃがアクリルまたは／およびメタクリル系架橋樹脂により含浸処理
されたものであり、表面層６２３をアクリルまたは／およびメタクリル系架橋樹脂により
形成した。
　かかる構成備えることで、以下の利点を得ることができる。
・トナー除去性能が大幅に向上する
・クリーニングブレード６２の摩耗が低減され、長期に渡ってクリーニング性能が維持で
きる。
・クリーニングブレード６２と感光体間の摩擦係数が低減される。
・感光体摩耗量が低減され、感光体寿命、及び画像形成装置の長寿命化が図れる。
・クリーニングブレード６２が、トナーの添加剤等を感光体表面へ擦りつけないため、白
抜け状の異常画像の発生がない。
【０２１７】
（態様３）
　ｂまた、上記（態様１）または（態様２）に記載のクリーニングブレード６２において
、弾性ブレード６２２のエッジ層６２２ａを、２３℃における１００％モジュラス値が６
［ＭＰａ］以上、１２［ＭＰａ］以下の材質で形成した。
　かかる構成を備えることで、実施形態で説明したように、先端稜線部６２ｃの挙動を安
定化することができ、異常磨耗や異音の発生を抑制することができる。
【０２１８】
（態様４）
　また、感光体１０などの像担持体と、像担持体表面を帯電する帯電装置４０などの帯電
手段と、帯電した像担持体表面に静電潜像を形成する露光装置１４０などの潜像形成手段
と、像担持体表面に形成された静電潜像を現像してトナー像化する現像装置
５０などの現像手段と、像担持体表面のトナー像を中間転写ベルト１６２など転写体に転
写する一次転写ローラ１６１などの転写手段と、像担持体表面に当接して、像担持体表面
に付着した転写残トナーをクリーニングするクリーニングブレード６２を有するクリーニ
ング装置３０などのクリーニング手段とを備えたプリンタ１００などの画像形成装置にお
いて、上記クリーニングブレード６２として、（態様１）乃至（態様３）いずれかのクリ
ーニングブレードを用いた。
　かかる構成を備えることで、実施形態で説明したように、異音の発生を抑制し、経時に
わたり良好な画像を得ることができる。
【０２１９】
（態様５）
　また、上記（態様４）の画像形成装置において、帯電装置４０などの帯電手段は、感光
体１０などの像担持体表面に接触する帯電ローラ４１を備え、帯電ローラ４１の表面に、
周方向に沿って延びる凹凸を形成した。
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　かかる構成を備えることで、実施形態で説明したように、感光体１０などの像担持体表
面を安定的に帯電させることができる。さらに、帯電ローラとの磨耗により感光体表面に
細かい凹凸が形成されても、（態様１）～（態様３）のクリーニングブレードを用いてい
るので、クリーニングブレードの異常磨耗や異音の発生が生じるのを抑制することができ
る。
【０２２０】
（態様６）
　また、上記（態様５）の画像形成装置において、帯電ローラ４１の表層部に、フッ素を
含む表面処理液により表面処理された表面処理層を設けた。
　かかる構成を備えることで、実施形態で説明したように、帯電ローラ４１による感光体
１０の汚染をどんな環境下でも防ぐことができる。
【０２２１】
（態様７）
　また、上記（態様５）または（態様６）の画像形成装置において、帯電ローラ４１の表
面の凹凸の十点平均表面粗さＲｚを、２０［μｍ］以下にした。
　かかる構成を備えることで、実施形態で説明したように、感光体摩耗の促進を極力小さ
くすることができる。また、帯電ローラ４１の放電ムラが起こりにくくなり、感光体表面
をムラなく帯電することができ、低温・低湿環境下でも感光体１０の表面電位を安定させ
ることができる。
【０２２２】
（態様８）
　また、上記（態様４）乃至（態様７）いずれかに記載の画像形成装置において、感光体
１０などの像担持体が、微粒子を含有した表面層を有する。
　かかる構成を備えることで、実施形態で説明したように、感光体表面の耐摩耗性が向上
し、クリーニング性能が向上する。また、微粒子を含有するために、感光体表面へのトナ
ー添加剤の擦り付けによる白抜け状の異常画像が防止される。
【０２２３】
（態様９）
　また、（態様４）乃至（態様８）いずれかの画像形成装置において、感光体１０などの
像担持体が、マルテンス硬さ（ＨＭ）が１９０［Ｎ／ｍｍ２］以上であり、かつ、弾性仕
事率（Ｗｅ／Ｗｔ）が３７％以上の表面層９３を有する。
　かかる構成とすることで、実施形態で説明したように、感光体表面の耐摩耗性が向上し
、クリーニング性能が向上する。また、微粒子を含有するために、感光体表面へのトナー
添加剤の擦り付けによる白抜け状の異常画像が防止される。
【０２２４】
（態様１０）
　また、上記（態様４）乃至（態様９）いずれかに記載の画像形成装置において、少なく
とも感光体１０などの像担持体と、帯電装置４０などの帯電手段と、現像装置５０などの
現像手段と、クリーニング装置３０などのクリーニング手段とを備え、互いに異なる色の
画像を作像する複数のプロセスカートリッジ１２１などの作像ユニットを備え、上記複数
の作像ユニットのうち、一つは黒色画像を作像する黒色作像ユニットであり、黒色の作像
ユニットの帯電手段は、直流電圧に交流電圧を重畳した電圧を帯電ローラ４１などの帯電
部材に印加し、その他の作像ユニットの帯電手段は、直流電圧のみを印加するように構成
し、黒色作像ユニットにのみ像担持体表面に潤滑剤を塗布する潤滑剤塗布装置７０Ｋを設
けた。
　かかる構成とすることで、実施形態で説明したように、各作像ユニットの帯電部材に直
流電圧に交流電圧を重畳した電圧を印加する場合に比べて、フルカラー画像を形成すると
きの異常音、オゾンの発生を抑制することができる。また、オフィス環境で使用頻度の高
い黒色作像ユニットの帯電部材に直流電圧に交流電圧を重畳した電圧を印加することで、
実施形態で説明したように、黒用作像ユニットの帯電部材の汚染を抑制することができ、
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黒用作像ユニットの寿命をカラー用作像ユニットの寿命に近づけることができる。これに
より黒用作像ユニットとカラー用作像ユニットを一度に交換するようにしても、他の色の
作像ユニットも寿命に近いので、他の色の作像ユニットの無駄を抑制することができる。
【符号の説明】
【０２２５】
１０：感光体
３０：クリーニング装置
４０：帯電装置
４１：帯電ローラ
４１ａ：芯金
４１ｂ：導電性ゴム層
４１ｃ：凹凸
５０：現像装置
６２：クリーニングブレード
６２ａ：ブレード先端面
６２ｂ：ブレード下面
６２ｃ：先端稜線部
６２ｄ：含浸部
７０Ｋ：潤滑剤塗布装置
９１：導電性支持体
９２：感光層
９３：表面層
９４：下引き層
１２１：プロセスカートリッジ
１４０：露光装置
１６１：一次転写ローラ
１６２：中間転写ベルト
６２１：ホルダー
６２２：弾性ブレード
６２２ａ：エッジ層
６２２ｂ：バックアップ層
６２３：表面層
【先行技術文献】
【特許文献】
【０２２６】
【特許文献１】特開２０１０－１５２２９５号公報
【特許文献２】特許第３６０２８９８号公報
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